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全国的に急速に進む少子高齢化や核家族化の進展、 

共働き家庭の増加など、子どもを取り巻く家庭 

や地域の状況が年々変化する中、子育てに不安 

や孤立感を感じる家庭は少なくありません。 

未来を担う子どもたちがのびのびと育ち、子 

育て家庭が安心して暮らせるよう、国や地域を 

あげて子どもや子育て家庭を支援することが社会 

の役割となっています。 

本市では、平成27年３月に「第１期かほく市子ども・子育て支援事業計画」を

策定し、平成 31 年度までの５か年を事業計画期間として、「住んで（て）よかっ

たみんなとつながる 自分にあった子育てを見つけるまち かほく」の基本理念の

もと、地域全体で子育てができる環境づくりに取り組んでまいりました。また、

令和２年度からは第１期の基本理念を引き続いた「第２期かほく市子ども・子育

て支援事業計画」に基づき、継続して子育て支援の充実に取り組んでまいりし

た。 

この間、妊娠期からの切れ目のない子育て支援事業や定住促進策の推進など、

様々な施策を講じた結果、子育て世帯の転入による人口増加が図られた一方で、

こども園や放課後児童クラブなどにおいて、充実した幼児教育・保育の提供及

び、配慮を必要とする家庭への支援などについては、様々な課題も抱えている状

況であります。 

このような状況を踏まえ、第２期の事業計画の満了に伴い「第３期かほく市子

ども・子育て支援事業計画」を策定し、第２次かほく市総合計画で掲げている

「地域が一体となって支える健康・福祉のまちづくり」等の施策を更に推し進

め、若い世代が地域でいきいきと子育てできるよう、一層努めてまいります。 

最後に、この計画の策定にあたり、ご尽力いただきました「かほく市子ども・

子育て会議」の委員の皆様をはじめ、「かほく市子ども・子育てに関するニーズ

調査」等にご協力いただきました市民の皆様に心からお礼申し上げます。 

 

令和７年３月 

 

かほく市長 油野和一郎 

はじめに 
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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景と目的 

 

国においては、次代の社会を担う子どもを健やかに生み育てる環境整備を図るため、平成

24 年８月に「子ども・子育て関連３法」を制定し、この法律に基づき「子ども・子育て支援

新制度」が平成 27 年度に施行され、質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提供や待機児童

の解消、地域での子ども・子育て支援の充実を図る取組を進めてきました。 

しかし、少子化は依然として進行しており、急速な少子高齢化の進行は、就労人口の減少

や社会保障負担の増加、地域社会の活力の低下など、社会経済への深刻な影響が懸念されて

います。 

また、核家族化や地域のつながりの希薄化などの社会環境が変化する中、子ども・子育て

支援が量・質ともに不足していること、子育ての孤独感や負担感を多くの子育て家庭が感じ

ていること、都会での待機児童の問題などが生じました。 

このような状況を受け、かほく市においては、平成 27 年３月に「子ども・子育て関連３

法」に基づく「かほく市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、子どもの利益が最大限尊

重される社会の実現を目指し、子育て支援に関する様々な施策に取り組み、令和元年には

「第２期かほく市子ども・子育て支援事業計画」を策定してきました。 

この間、国においては、令和３年に「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」が

閣議決定され、令和 5 年には「こども基本法」が施行され、「こどもまんなか社会」の実現を

目指す「こども家庭庁」が創設されました。令和６年６月に子ども・子育て支援法等の一部

を改正する法律が成立し、こども未来戦略の「加速化プラン」に盛り込まれました。 

次代のかほく市を担う子どもの健やかな成長と子育てのために、地域社会をはじめ社会全

体で支援していくことが必要です。 

「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考え方を基本に、子どもの視点に

立ち、子ども・子育て支援のための取組を総合的に推進するため「第３期かほく市子ども・

子育て支援事業計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計

画」及び「次世代育成支援対策推進法」第８条第１項に基づく「市町村次世代育成支援行動

計画」、厚生労働省通知に基づく「母子保健計画」です。さらに、令和元年 11 月 29 日に閣

議決定された国の「子供の貧困対策に関する大綱」及び「いしかわエンゼルプラン」を勘案

し、「かほく市子どもの貧困対策計画」を本計画の取組の１つとして策定するものです。 

また、本計画は、かほく市の上位計画である「第２次かほく市総合計画」やその他関連計

画が定めるあらゆる子どもの人権の尊重と子どもの最善の利益を考慮して策定しています。 

 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

第２次かほく市総合計画 

（平成 28 年度～令和７年度） 

海とみどりに抱かれた、 

にぎわいあふれるまち 

第 3 次かほく市地域福祉計画 

（令和 6 年度～令和 11 年度） 

おたがいさまの心でつなぎ 

みんなで支えあうまち かほく 

連携 

第 3 期かほく市子ども・子育て支援事業計画 

（令和 7 年度～令和 11 年度） 

（かほく市次世代育成支援行動計画） 

住んで（て）よかった みんなとつながる 自分にあった子育てを見つけるまち かほく 

法的根拠 

・子ども・子育て支援法 

・改正次世代育成支援対策推進法 

・子どもの貧困対策の推進に関する法律 等 

連携 連携 

・かほく市健康プラン 21（第３次） （令和 6 年度～令和 17 年度） 

・第 4 次かほく市障がい者計画    （令和 6 年度～令和 11 年度） 

・第 7 期かほく市障がい福祉計画   （令和 6 年度～令和 8 年度） 

・かほく市高齢者福祉計画      （令和 6 年度～令和 8 年度） 

（第 9 期介護保険事業計画） 

・第３期かほく市教育振興基本計画 （令和６年度～令和 10 年度） 
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３ 計画の期間 

 

本計画は、令和 7 年度から令和 11 年度までの５か年を第 3 期として推進します。また社

会・経済情勢、子どもを取り巻く環境の変化、かほく市の状況などに対応していくため、必

要に応じて計画の見直しを鋭意行います。 

 

（年度） 

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ R10 R11 
           
 第２期かほく市子ども・子育て支援事業

計画 

     

           

      
第３期かほく市子ども・子育て 

支援事業計画 

 
 
 
 
 
 

       

 

  

 

  

計画 

策定 

評価・検証 

⾒直し・ 

第３期計画策定 

評価・検証 
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4,739 4,820 4,857 4,948 4,953

20,599 20,681 20,771 20,833 20,884

10,347 10,381 10,312 10,226 10,218

0

10,000

20,000

30,000

40,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

年少（0～14歳） 生産年齢（15～64歳） 高齢者（65歳以上）

35,685 35,882 35,940 36,007 36,055

第２章 子どもを取り巻く現状 

１ 人口の状況 

（１）年齢３区分別人口の推移 

かほく市の総人口は、増加傾向に転じました。年齢３区分別人口の推移をみると、年少人

口、生産年齢人口は緩やかに増加しています。 

■年齢３区分別人口の推移 

    （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口推計 

    （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和７年以降の数値は住民基本台帳をもとにコーホート変化率法により推計人口（暫定）です。 

資料：住民基本台帳（各年 3月 31 日時点） 

＊令和 6年度は年度最新の数値 

5,017 5,054 5,098 5,123 5,161

20,973 21,047 21,190 21,300 21,409

10,229 10,236 10,200 10,228 10,232

0

10,000

20,000

30,000

40,000

令和７年 令和８年 令和９年 令和１０年 令和１１年

年少（0〜14歳） 生産年齢（15〜64歳） 高齢者（65歳以上）

36,219 36,337 36,488 36,651 36,802
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300

272

309
298

313

398

368 371

461
445

0

100

200

300

400

500

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

出生 死亡

-98 -96

-62

-163

-132

自然増減

1,292

1,113

1,257
1,207 1,184

930

816

903 877 885

0

500

1,000

1,500

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

転入 転出

362

297

354
330

299

社会増減

（２）社会動態の推移 

転入数・転出数ともに増減を繰り返しながら、横ばいで推移しています。社会増減は、

令和元年度以降、転入が転出を上回っています。 

■社会動態の推移 
   （人） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）自然動態の推移 

死亡数は令和３年度以降増加傾向にありますが、出生数はほぼ横ばいで推移しています。

自然増減は、死亡数が出生数を上回っています。 

■自然動態の推移 

    （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

資料：住民基本台帳 

資料：住民基本台帳 
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1,901 1,956 1,975 2,003 2,005

1,911 1,950 1,990 2,004 2,002

927 914 892 941 946

1,056 1,017 973 934 909

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0～5歳 6～11歳 12～14歳 15～17歳

5,795 5,837 5,830 5,882 5,862

1,993 1,990 2,004 1,984 1,972

2,036 2,070 2,087 2,132 2,161

988 994 1,007 1,007 1,028

908 937 942 983 990

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

0～5歳 6～11歳 12～14歳 15～17歳

5,925 5,991 6,040 6,106 6,151

（４）子どもの人口推移 

18 歳未満の子どもの人口は増減があるものの、全体でみると微増傾向にあります。 

0～5 歳は令和 2 年以降増加傾向にありますが、15～17 歳については、過去 5 年間減

少傾向にあります。 

■子どもの人口推移 

      （人） 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

■子どもの人口推計 

      （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和７年度以降の数値は住民基本台帳をもとにコーホート変化率法により推計人口（暫定）です。 

資料：住民基本台帳（各年 3月 31 日時点） 

＊令和 6年度は年度最新の数値 
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9,207
9,805

10,522
11,062

11,604 12,528

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

総世帯数

２ 世帯の状況 

（１）総世帯数及び平均世帯人員の推移 

かほく市の総世帯数は、増加傾向にありますが、平均世帯人員は減少傾向にあります。 

■総世帯数及び平均世帯人員の推移 

（世帯）                                   (人)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）父子世帯及び母子世帯の推移 

父子世帯数は、平成12年以降増加傾向にありましたが、令和2年は減少に転じました。

母子世帯数、平成７年から平成 27 年にかけて、２倍以上の増加となっていましたが、令和

2 年は減少に転じています。 

■父子世帯及び母子世帯の推移 

 （世帯） 

 

  

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 

3.69
3.47

3.24
3.06 2.95

2.78

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

平均世帯人員
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15.4

32.8

12.6

30.8

12.5

30.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

6歳未満世帯員のいる核家族世帯 18歳未満世帯員のいる核家族世帯

かほく市 石川県 全国

12.6
15.3 14.7 13.2 12.9

15.4

34.9 
33.0 33.1 32.3 31.6 32.8 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

6歳未満世帯員のいる核家族世帯（割合）

18歳未満世帯員のいる核家族世帯（割合）

4,746

5,449
5,867 6,349

6,871

7,642

0

2,000

4,000

6,000

8,000

核家族世帯数

（３）子育て世帯の推移 

核家族世帯数は、年々増加傾向にあります。また、18 歳未満世帯員のいる核家族世帯の

割合は減少傾向にありましたが、令和 2 年は下げ止まっています。６歳未満世帯員のいる

核家族世帯の割合においても、平成 12 年以降減少傾向にありましたが、令和 2 年は増加

に転じました。 

■６歳未満世帯員及び 18 歳未満世帯員のいる核家族世帯の割合の推移 

（％）                                      （世帯） 

  

 

 

  

 

 

  

 

  

 

 

（４）子育て世帯の状況 

子ども（６歳未満、18 歳未満世帯員）のいる核家族の割合を全国や県と比較してみると、

かほく市は全国及び県より世帯数が多い傾向になっています。 

■一般世帯数に占める子どもがいる核家族世帯の割合（かほく市・石川県・全国の比較） 

（％）   

 

 

 

 

 

 

 
  

資料：国勢調査 

資料：国勢調査（令和２年） 
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資料：こども家庭課 

1,595 1,643
1,733 1,762 1,761

86.3 87.0 
88.1 88.5 

85.9 

60.0

80.0

100.0

0

500

1,000

1,500

2,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

児童数 充足率

３ 教育・保育サービス等の状況 

（１）認定こども園等の受入状況 

認定こども園・小規模保育園の受入状況は年々増加しており、令和 6年度には 1,761名

の受入となっています。 

また、充足率については、認定こども園化を進めたことにより定員数が拡充され相対的

に低下傾向でしたが、令和 2 年度以降は 8割前後で安定的に推移しています。 

 

■認定こども園等の受入数の推移 

   （人）                                 （％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■認定こども園等の概要 

単位：か所、人、％ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

か所 13 13 15 15 15 

定員数 1,849 1,889 1,968 1,992 2,051 

児童数 1,595 1,643 1,733 1,762 1,761 

充足率 86.3 87.0 88.1 88.5 85.9 
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資料：こども家庭課 

各認定こども園と小規模保育園の概要については、以下のとおりです。 

■市内認定こども園・小規模保育園の概要（令和 6 年度） 

園名 
公 

私 

定員 

(人) 

対象 

年齢 

開園 

時間 

預かり時間（平日・土曜） 一時 

預かり 教育時間 保育標準時間 保育短時間 

高松 公立 155 

2 か月児 

～ 

5 歳児 7 時～ 
19 時 

9 時～13 時 
 
 

(延長保育) 
13 時～16 時 

7 時～18 時 
 
 

(延長保育) 
18 時～19 時 

 

8 時～16 時 
 
 

(延長保育) 
16 時～18 時 

平日・土曜 
8 時～16 時 

 

大海 公立 92 

はまなす 公立 190 

ひまわり 公立 160 

しらゆり 公立 195 

新化 公立 193 

みずべ 公立 193 

金津 公立 90 

学園台 私立 135 8 時～12 時 
(延長保育) 

７時～ 
12 時～16

時 

木津 私立 125 

1 歳児 

～ 

5 歳児 
うのけ 私立 205 

7 時 30 分 
～19 時 

8 時 30 分 
～12 時 30
分 
(延長保育) 

12 時 30 分

～19 時 

7 時 30 分 
～18 時 30 分 
(延長保育) 

18 時 30 分～19
時 

8 時～16 時 
 

(延長保育) 

16 時～19 時 

平日・土曜 
7 時 30 分 
～18 時 30

分 

にじの丘 私立 139 

2 か月児 

～ 

5 歳児 

7 時～ 
19 時 
 

7 時～18 時 
(延長保育) 
18 時～19 時 

8 時～16 時 
 
 

(延長保育) 

16 時～18 時 

7 時 30 分 
～18 時 30 分 
(延長保育) 

7 時～7 時 30 分 
18 時 30 分～19

時 

8 時～19 時 
(延長保育) 
7 時～8 時 

かほく 私立 19 

2 か月児 

～ 

2 歳児 

 

7 時 30 分 
～18 時 30 分 
(延長保育) 

7 時～7 時 30 分 
18 時 30 分 
～19 時 

 

平日 
8 時 30 分 

～16 時 30 分 

ニチイ 私立 19 

8 時 30 分 
～16 時 30 分 
(延長保育) 

7 時～8 時 30 分 
16 時 30 分～19

時 

平日 
8 時 30 分 

～18 時 30 分 

リトルディ

ッパーナー

サリー 

私立 19 
7 時～18 時 
(延長保育) 
18 時～19 時 

8 時～16 時 
(延長保育) 
16 時～18 時 

平日・土曜 
8 時～16 時 
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資料：こども家庭課 

資料：こども家庭課 

資料：こども家庭課 

（２）特別保育等の状況 

①延長保育 

認定こども園等における延長保育は、全園において実施されています。延長保育利用者

数をみると、減少傾向にあり、令和 6年度（推計）では 474 人となっています。 

■延長保育登録人数 

単位：人 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

612 528 515 490 474 

 

 

②一時預かり 

認定こども園等における一時預かりは、全園において実施されています。幼稚園での一

時預かりは、認定こども園への移行以後、幼稚園型の預かり保育として本格的に実施して

おり、非常に多い利用量となっています。全体の一時預かり利用者数をみると、令和 6 年

度（推計）では 11,193人となっています。 

■一時預かり利用者数 

単位：人/日（延べ） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

幼稚園型での 

一時預かり 
13,813 12,280 11,329 9,786 11,193 

その他の 

一時預かり 
91 172 266 240 211 

 

③休日保育 

休日（日曜日または祝日）や年末（12 月 29、30 日）において、保護者の就労等の理

由により、家庭で保育ができない場合、市内２園（新化こども園・リトルディッパーナー

サリー）において保育を実施しています。休日保育利用者数をみると、令和 6 年度におい

て 130 人となっています。 

■休日保育利用者数 

単位：人単位：人/日（延べ） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

90 175 155 128 130 
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資料：こども家庭課 

資料：学校基本調査（各年度５月１日現在） 

資料：こども家庭課 

④病児・病後児保育 

市内の認定こども園に通園中の乳幼児が病気の回復期であり、集団保育の困難な期間に、

大海こども園・しらゆりこども園・新化こども園において「病後児保育」を、金沢医科大

学病院内の「すまいる」において、「病児保育」を行っています。病児・病後児保育利用件

数をみると、令和 6年度推計において 151件となっています。 

■病児・病後児保育利用件数 

単位：件 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

155 155 66 208 151 

（３）小学校の状況 

かほく市には、小学校が６校あり、令和 6 年度において児童数は 1,994 人、学級数は

89学級となっています。 

■市内小学校の概要 

単位：人、学級 

小学校名 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 

高松 405 17 420 17 414 16 405 16 392 16 

大海 98 6 100 6 91 7 74 7 66 6 

七塚 256 14 265 14 269 13 279 14 288 14 

外日角 371 15 394 16 426 17 455 18 491 19 

宇ﾉ気 635 25 648 26 667 25 692 26 692 26 

金津 65 8 61 8 63 8 60 7 65 8 

合計 1,830 85 1,888 87 1,930 86 1,965 88 1,994 89 

 

（４）ファミリーサポートセンターの状況 

かほく市にファミリーサポートセンターは１か所あります。利用者数をみると、１週間

あたり平均９人程度の利用があります。同じ人が継続的に利用する傾向があります。 

■ファミリーサポートセンターの１年間あたりの利用者数 

単位：人/年 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

289  374  273  354 432 
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（５）学童保育クラブの状況 

かほく市には、令和６年度において 13か所の学童保育クラブがあり、６年生までの受入

を行っており、令和 6年度の利用者合計は 708 人（長期利用者含む）となる見込みです。 

■学童保育クラブの在籍者数 

単位：人 

名称 職員数 定員数 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

高松第１ 
学童保育クラブ 

4 70 64 57 58 64 74 

高松第２ 
学童保育クラブ 

4 58 58 61 58 45 61 

大海 
学童保育クラブ 

2 36 33 29 25 13 26 

七塚第１ 
学童保育クラブ 

3 63 62 40 44 50 52 

七塚第２ 
学童保育クラブ 

3 63  40 48 49 52 

外日角第１ 
学童保育クラブ 

3 63 63 69 64 57 60 

外日角第２ 
学童保育クラブ 

3 39 51 59 42 60 72 

外日角第３ 
学童保育クラブ 

2 36 32 37 24 30 35 

外日角第４ 
学童保育クラブ 

2 29   61 27 30 

宇ノ気第１ 
学童保育クラブ 

3 56 58 64 71 79 78 

宇ノ気第２ 
学童保育クラブ 

4 69 61 72 79 82 82 

宇ノ気第３ 
学童保育クラブ 

  36 37    

宇ノ気南部 
学童保育クラブ 

4 54   46 66 71 

金津 
学童保育クラブ 

3 22 11 9 17 20 15 

合計 40 658 529 574 637 642 708 

  資料：統計でみるかほく市.学童保育 
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資料：こども家庭課 

（６）児童館の状況 

かほく市には、児童館が５館あり、令和 5 年度において利用者数は延べ 20,418 人、５

館１日の平均利用者数は 74.7 人となっており、令和元年度と比べて減少しています。 

※令和２年度～令和４年度は、新型コロナウイルス感染防止に伴う利用制限等あり 

 

■児童館の利用者数 

単位:人(延べ) 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

か所数 5 5 5 5 5 

利用者数 16,492  22,747  18,053  20,418  20,826  

 

小学生 10,519  15,870  12,239  13,238  13,502  

中高生 361 387 428 753 770 

就学前児童 2,051  2,500  1,797  1,973  2,010  

大人 3,561  3,990  3,589  4,454  4,544  

５館１日平均 
利用者数 

67.9 80.1 64.4 74.7 76.2 
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資料：こども家庭課 

資料：こども家庭課 

（７）母子保健事業の状況 

①母子手帳の交付 

母子手帳の交付状況をみると、令和５年度において 280 人となっています。また、満

11週以内での妊娠の届出率は微増しています。 

■母子手帳交付状況（全体） 

単位：人、％ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

交付数 275 307 300 280 320 

11 週以内の 

届出率 
97.5% 96.1% 97.7% 97.9% 98.0% 

 

 

②乳幼児健康診査 

令和２年度から 5 年度における乳幼児健康診査の受診状況は 98～99%台で推移してお

り、高い受診率となっています。未受診者には家庭訪問やこども園訪問により確認を実施

しています。 

■乳幼児健康診査の受診状況 

単位：人、％ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

赤ちゃん
健診 

(４か月児 
健診) 

対象者数 308 293 310 315 290 

受診者数 305 287 309 314 289 

受診率 99.0% 98.0% 99.7% 99.7% 99.7% 

１歳 
６か月児 

健診 

対象者数 365 333 304 313 331 

受診者数 363 309 304 309 329 

受診率 99.5% 92.8% 100.0% 98.7% 99.4% 

３歳児 
健診 

対象者数 363 321 306 378 334 

受診者数 358 317 306 373 334 

受診率 98.6% 98.8% 100.0% 98.7% 100.0% 
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資料：こども家庭課 

資料：こども家庭課 

③訪問指導※ 

訪問指導件数は令和５年度において 647 件で、令和元年度と比べると減少していますが、

概ね平均的な訪問数となっています。 

■訪問指導件数 

単位：件 

※助産師による訪問を含む 

 

 

（８）地域子育て支援センターの状況 

かほく市における地域子育て支援センターは４か所あります。利用の状況をみると、令

和５年度において、１か月あたりの平均利用者が 3,440 人となっており、令和元年度と比

べて減少しています。 

※令和２年度～令和４年度は、新型コロナウイルス感染防止に伴う利用制限等あり 

■地域子育て支援センターの利用者数 

単位：人（延べ）/月 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

3,502 3,244 3,758 3,440 3,562 

 

 

 

 
  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度推計 

全体 678 657 666 647 640 

 

妊産婦 297 317 309 303 296 

新生児 290 306 310 297 294 

 うち未熟児 15 6 18 16 10 

 その他（幼児等） 91 34 47 47 50 
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４ ニーズ調査からみえる現状 

（１）調査の目的 

本調査は、「第３期かほく市子ども・子育て支援事業計画」の策定資料として、「就学前

児童」「小学生」をお持ちの保護者の皆様や小学５年生・中学２年生の児童生徒から、普段

の生活状況や子ども・子育て支援事業に関する意見・希望等をお聞きし、計画に反映させ

ることを目的に実施しました。 

（２）調査概要 

●調査地域：かほく市全域 

●調 査 対 象 者：かほく市内在住の「就学前児童」「小学生」をお持ちの保護者 

から無作為抽出 

●調査期間：令和６年３月 14日（木）～４月 12日（金） 

●調査方法：郵送調査法 

 

 

調査票 
調査対象者数 

（配布数） 
有効回収数 有効回収率 

就学前児童 1,000 件 439 件 43.9％ 

小学生児童 1,000 件 501 件 50.1％ 

合 計 2,000 件 940 件 47.0％ 

 

 

●調 査 対 象 者：かほく市内小学校５年生及び中学校２年生全員 

●調査期間：令和６年３月５日（火）～３月 21日（木） 

●調査方法：学校配布・回収による本人記入方式及びＷＥＢ回答 

 

調査票 
調査対象者数 

（配布数） 
有効回収数 有効回収率 

小中学生 620 件 565 件 91.1％ 

 

  



 18 

 

（１）平日の定期的な教育・保育サービスについて 

○平日に利用している教育・保育施設の利用状況についてみると、「認定こども園（２号認定、

３号認定）」が 73.0（前回 82.0）％と最も高く、次いで「認定こども園（１号認定）」が

15.3（前回 13.0）％となっています。 

○今後、「定期的に」利用したいサービスについては、「認定こども園（２号認定、３号認定）」

が 60.4％と最も高く、次いで「認定こども園（１号認定）」が 12.3％となっています。 

 

■（就学前）現在、平日に利用している教育・保育施設（複数回答）と今後利用したいサービス 
 

 

 

  

8.4 

4.5 

15.3 

73.0 

3.0 

1.5 

0.0 

0.0 

6.3 

5.4 

12.3 

60.4 

1.2 

2.4 

0.6 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認定こども園

（１号認定）

認定こども園

（２号認定、３号認定）

小規模保育

認可保育園

家庭的保育

事業所内保育施設

就学前児童（n=333）

0.3 

3.0 

0.0 

0.0 

2.1 

0.6 

0.6 

1.5 

1.8 

0.3 

1.5 

7.8 

3.3 

18.0 

0% 20% 40% 60% 80%

自治体の認証・認定

保育施設

企業主導型保育施設

その他の

認可外保育施設

居宅訪問型保育

ファミリーサポートセンター

その他

不明・無回答

①現在 ②今後

教育・保育サービスについて 
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（２）地域子育て支援拠点事業について 

○地域子育て支援拠点事業の利用状況についてみると、「利用していない」が 74.5（前回

70.0）％と最も高く、次いで「地域子育て支援拠点事業（親子が集まって過ごしたり、相

談をしたりする場）」が 22.8（前回 27.4）％となっています。 

○地域子育て支援拠点事業の利用意向についてみると、「新たに利用したり、利用日数を増や

したりしたいとは思わない」が61.5（前回 57.6）％と最も高く、次いで「利用していない

が、今後利用したい」が 22.1（前回 23.2）％となっています。 

 

■（就学前）地域子育て支援拠点事業の利用状況（単数回答） 

 

 

■（就学前）地域子育て支援拠点事業の今後の利用意向（単数回答） 

 

 

 

  

22.8 

4.1 

74.5 

2.7 

0% 20% 40% 60% 80%

地域子育て支援拠点事業

（親子が集まって過ごしたり、相談をしたりする場）

その他かほく市で実施している類似の事業

利用していない

不明・無回答

就学前児童（n=439）

22.1 12.3 61.5 4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=439）

利用していないが、今後利用したい

すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を増やしたりしたいとは思わない

不明・無回答
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（３）土曜日と日曜日・祝日や長期休暇中の定期的な教育・保育サービスについて 

○土曜日と日曜日・祝日の、「定期的な」教育・保育施設の利用希望についてみると、「利用

する必要はない」が土曜日で 68.6（前回 58.1）％、日曜日・祝日で 86.8（83.2）％と

最も高く、次いで「月に１～２回は利用したい」が土曜日で 24.8（前回 28.6）％、日曜

日・祝日で 9.8（13.6）％となっています。 

○１号認定児童で、春・夏・冬休みなど長期の休暇期間中の教育・保育事業の利用希望につ

いてみると、「休みの期間中、ほぼ毎日利用したい」が 40.3（前回 33.3）％と最も高く、

次いで「休みの期間中、週に数日利用したい」が 26.0（前回 12.3）％となっており、前

回に比べ増加しています。 

 

■（就学前）土曜日と日曜日・祝日の保育サービスに対する利用意向（単数回答） 

 

 

■（就学前）春・夏・冬休みなど長期休暇中の利用意向（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

  

68.6 

86.8 

4.8 

1.4 

24.8 

9.8 

1.8 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土曜日

日曜日・祝日

就学前児童（n=439）

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用したい 不明・無回答

23.4 40.3 26.0 10.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=77）

利用する必要はない 休みの期間中、ほぼ毎日利用したい

休みの期間中、週に数日利用したい 不明・無回答
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（４）病気の際の対応について 

○この１年間に、子どもが病気やケガで通常のサービスが利用できなかった（小学生は学校

を休まなければならなかった）ことの有無についてみると、「あった」が就学前児童で

88.0（前回 83.8）％、小学生児童で 86.6（前回 65.1）％となっています。 

○その場合の対処方法についてみると、「母親が休んだ」が最も高くなっています。 

■子どもが病気やケガで保育サービスが利用できなかったことや学校を休まなければならなかった経験
の有無（単数回答） 

 

■子どもが病気やケガで保育サービスが利用できなかったことや学校を休まなければならなかった経験
が「あった」場合のこの１年間の対処方法（複数回答） 

 

○病児・病後児のための保育施設等の利用希望についてみると、「利用したい」が就学前児童

で 37.4（前回 36.0）％、小学生児童で 22.4（前回 24.8）％となっています。 

■「病児・病後児保育」の利用意向（単数回答） 

 

88.0 

86.6 

10.5 

11.0 

1.5 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=333）

小学生児童

（n=501）

あった なかった 不明・無回答

58.4 

90.8 

52.2 

16.4 

14.3 

31.3 

73.5 

34.8 

14.1 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人

に子どもを見てもらった

父親または母親のうち

就労していない方が

子どもを見た

病児・病後児の保育を

利用した

5.5 

5.8 

5.8 

5.1 

0.0 

2.5 

2.5 

20.3 

7.8 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベビーシッターを利用した

ファミリーサポートセンター

（育児の相互援助活動）を

利用した

仕方なく子どもだけで

留守番をさせた

その他

不明・無回答

就学前児童（n=293） 小学生児童（n=434）

37.4 

22.4 

51.0 

73.9 

11.6 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=439）

小学生児童

（n=501）

利用したい 利用したくない 不明・無回答
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（５）一時預かり等の保育サービスについて 

○不定期に利用している事業についてみると、「利用していない」が就学前児童で 79.0（前回

82.5）％、小学生児童で 91.6（前回 90.0）％と最も高くなっています。 

■不定期に利用している一時預かり等の保育サービス（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○お子さんを預けるサービスの利用希望の有無についてみると、「利用する必要はない」が就学

前児童で 43.5（前回 49.9）％、小学生児童で 81.2（前回 83.8）％となっています。 

■一時預かり等の保育サービスに対する利用意向（単数回答） 

 

  

54.7 

14.8 

43.5 

81.2 

1.8 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=439）

小学生児童

（n=501）

利用したい 利用する必要はない 不明・無回答

8.7 

4.3 

8.2 

3.2 

3.0 

3.4 

79.0 

7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリーサポート

センター

夜間養護等事業：

トワイライトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

不明・無回答

就学前児童（n=439）

2.0 

1.4 

1.4 

1.4 

91.6 

6.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ファミリーサポート

センター

夜間養護等事業：

トワイライトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

不明・無回答

小学生児童（n=501）
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（６）放課後の過ごし方について 

○今後、子どもを放課後の時間に過ごさせたい場所についてみると、①低学年（１～３年生）

においては、就学前児童では「放課後児童クラブ」が 58.1（前回 51.6）％、小学生児童

では「自宅」が 38.5（前回 40.5）％と最も高くなっています。 

○②高学年（４～６年生）では、「自宅」が就学前児童、小学生児童で最も高くなっています。 

■小学校低学年、高学年における放課後の過ごさせたい場所の希望（複数回答） 

①低学年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②高学年 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

33.9 

20.5 

28.5 

7.7 

58.1 

0.7 

6.2 

6.6 

38.5 

11.2 

23.2 

3.6 

24.0 

0.2 

8.6 

35.9 

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

児童館

放課後児童クラブ［学童保育ク

ラブ］

ファミリーサポートセンター（育

児の相互援助活動）

その他（公民館、公園など）

不明・無回答

就学前児童（n=439） 小学生児童（n=501）

52.4 

18.9 

37.8 

6.6 

29.4 

0.7 

8.0 

14.4 

63.7 

15.8 

33.5 

4.8 

7.4 

0.2 

11.4 

23.6 

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカー

クラブ、学習塾など）

児童館

放課後児童クラブ［学童保育

クラブ］

ファミリーサポートセンター（育

児の相互援助活動）

その他（公民館、公園など）

不明・無回答

就学前児童（n=439） 小学生児童（n=501）
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○子どもが生まれた時の保護者の育児休業の取得状況についてみると、父親に関しては「取

得していない」が就学前児童で 69.5（前回 86.6）％、小学生児童で 81.0（前回

74.3）％と最も高くなっています。母親に関しては就学前児童では「取得した（取得中で

ある）」が70.2（前回56.9）％、次いで「働いていなかった」が22.1（前回33.3）％。

小学生児童では「取得した（取得中である）」が 47.5（前回 39.8）％と最も高く、「働い

ていなかった」が 36.7（前回 42.8）％となっています。 

■子どもが生まれた時の育児休業取得状況（単数回答） 

 

 

 

 

○近所付き合いの程度についてみると、「挨拶を交わす人がいる」が就学前児童で 38.3（前

回 42.4）％、小学生児童で 41.5（前回 40.8）％と最も高く、次いで「立ち話をする程度

の人がいる」が就学前児童で 26.2（前回 23.8）％、小学生児童で 32.5（前回 35.3）％

となっています。 

■近隣住民との付き合いの状況について（単数回答） 

 

  

3.2 

47.5 

81.0 

11.8 

1.0 

36.7 

14.8 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親

母親（n=501）

小学生児童（n=501）

取得した（取得中である） 取得していない 働いていなかった 不明・無回答

20.3 

70.2 

69.5 

4.1 

0.7 

22.1 

9.6 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親

母親

就学前児童（n=439）

10.3 

10.8 

26.2 

32.5 

38.3 

41.5 

22.8 

13.2 

2.5 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=439）

小学生児童

（n=501）

気軽に相談できる人がいる 立ち話をする程度の人がいる

挨拶を交わす人がいる ほとんど付き合いがない

不明・無回答

仕事と子育ての両立 

地域における子育て支援 
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○子育てに関し日頃悩んでいることや気になることは、就学前児童で「食事や栄養に関する

こと」が 44.4（前回 30.5）％と最も高く、次に「子どもを叱りすぎているような気がす

ること」が 40.1（前回 30.9）％となっています。 

○小学生児童では「子どもの教育に関すること」が 36.7（前回 24.8）％、「子どもを叱りす

ぎているような気がすること」が 31.7（前回 29.8）％となっています。 

■子育てに関して悩んでいることや気になることについて（複数回答） 

 

35.5 

44.4 

8.0 

24.6 

33.0 

8.0 

33.7 

26.0 

21.6 

3.4 

8.4 

8.7 

4.3 

7.5 

40.1 

2.7 

6.6 

4.6 

26.9 

4.6 

9.6 

0.7 

25.3 

26.1 

7.0 

17.8 

28.1 

4.0 

21.6 

36.7 

28.7 

8.4 

10.2 

7.8 

3.2 

5.0 

31.7 

2.2 

3.6 

6.4 

30.7 

4.2 

13.2 

3.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

子育ての方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子どもとの時間を十分に取れないこと

話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分できないこと

子どもの教育に関すること

子ども同士の友だち付き合い（いじめなどを含む）に

関すること

登園拒否、不登校などに関すること

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が

少ないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が

合わないこと

自分の子育てについて、親族・近所の人・職場など

まわりの見る目が気になること

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれる

人がいないこと

子どもを叱りすぎているような気がすること

子育てのストレスがたまって子どもに手をあげたり、

世話をしなかったりしてしまうこと

地域の子育て支援サービスの内容や利用・

申込み方法がよくわからないこと

他の子どもの保護者との付き合いがうまくいかない

こと

子育てにかかる経済的負担が大きいこと

その他

特にない

不明・無回答

就学前児童（n=439） 小学生児童（n=501）

子育てにおける悩み 
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〇就学前児童における各事業の認知度・利用度・利用意向については、次のとおりとなって

います。 

・事業の認知度についてみると、「⑩子育て支援センター」が 83.8（前回 78.9）％と最も高

く、次いで「③赤ちゃん訪問」が 76.5（前回 73.8）％となっています。 

・事業の利用度についてみると、「③赤ちゃん訪問」が 77.0（前回 76.7）％と最も高く、次

いで「⑩子育て支援センター」が 66.7（前回 62.3）％となっています。 

・事業の利用意向についてみると、「⑩子育て支援センター」が 50.3（前回 43.4）％と最も

高く、次いで「③赤ちゃん訪問」が 45.3（前回 35.7）％となっています。 

 

■（就学前）子育て支援サービスの認知度、利用度、利用意向（単数回答） 

 

                         【認知度】      【利用度】      【利用意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子育てを取り巻く環境 
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○小学生児童における各事業の認知度・利用度・利用意向については、次のとおりとなって

います。 

・事業の認知度についてみると、「⑨スポーツ少年団」が 76.6（前回 74.2）％と最も高く、

次いで「②子ども会・子どもクラブ」が 74.1（前回 74.7）％となっています。 

・事業の利用度についてみると、「②子ども会・子どもクラブ」が 79.4（前回 79.3）％と最

も高く、次いで「①児童館」が 61.9（前回 64.9）％となっています。 

・事業の利用意向についてみると、「⑤学校の運動場、体育館、教室などの開放」が 47.9

（前回 41.9）％と最も高く、次いで「②子ども会・子どもクラブ」が 47.3（前回

48.1）％となっています。 

 

■（小学生）子育て支援サービスの認知度、利用度、利用意向（単数回答） 

 

                     【認知度】      【利用度】      【利用意向】 

 

  73.3 

74.1 

46.1 

45.1 

43.5 

38.9 

71.9 

58.7 

76.6 

67.5 

6.6 

4.6 

40.3 

40.9 

40.7 

46.3 

15.0 

28.3 

8.6 

20.6 

20.2 

21.4 

13.6 

14.0 

15.8 

14.8 

13.2 

13.0 

14.8 

12.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①児童館

②子ども会・子どもクラブ

③子どもの文化教室事業

④親子の共同体験事業

⑤学校の運動場、体育館、

教室などの開放

⑥公民館の開放

⑦子育て相談、教育相談

⑧市の子育て情報誌・

子育てアプリ・ホームページ

⑨スポーツ少年団

⑩総合型地域スポーツクラ

ブ

全体（n=501）

はい いいえ 不明・無回答

61.9 

79.4 

12.4 

15.2 

35.5 

24.8 

17.4 

26.1 

36.1 

31.1 

26.1 

10.8 

64.3 

62.5 

45.3 

55.1 

60.7 

50.9 

46.3 

48.1 

12.0 

9.8 

23.4 

22.4 

19.2 

20.2 

22.0 

23.0 

17.6 

20.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

41.3 

47.3 

30.5 

34.9 

47.9 

32.5 

28.7 

38.1 

35.7 

38.5 

24.2 

18.0 

37.1 

33.9 

20.0 

35.1 

39.1 

30.1 

31.1 

28.9 

34.5 

34.7 

32.3 

31.1 

32.1 

32.3 

32.1 

31.7 

33.1 

32.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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○就学前児童で事業の満足度についてみると、「⑦あそびの教室」が 100.0（前回 77.1）％

と最も高く、次いで「②産後安心ヘルプサービス」が 95.0（前回 91.3）％となっていま

す。 

○小学生児童では「⑩総合型地域スポーツクラブ」が 92.9（前回 84.0）％と最も高く、次

に「⑤学校の運動場、体育館、教室などの開放」が 88.8（前回 86.6）％となっています。 

■利用したことがある子育て支援サービスについての満足度（単数回答） 

 就学前児童                  小学生 

  

94.2 

95.0 

90.8 

89.0 

89.0 

85.5 

100.0 

85.7 

86.1 

89.1 

93.1 

84.0 

85.8 

90.5 

1.5 

5.0 

2.1 

4.5 

3.7 

4.8 

5.7 

7.9 

3.4 

3.4 

8.5 

6.2 

4.8 

4.4 

7.1 

6.5 

7.4 

9.7 

8.6 

5.9 

7.5 

3.4 

7.5 

8.0 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①マタニティ教室（n=137）

②産後安心ヘルプサービス

（n=20）

③赤ちゃん訪問（n=338）

④ごっくん教室（n=246）

⑤はいはい教室（n=163）

⑥ビーバー教室（n=165）

⑦あそびの教室（n=29）

⑧電話・来所相談（n=35）

⑨子育て相談（n=101）

⑩子育て支援センター（n=293）

⑪ファミリーサポートセンター

（n=87）

⑫市の子育て情報誌・

子育てアプリ・ホームページ

（n=106）

⑬こども園開放（n=113）

⑭こども発達相談支援センター

（n=21）

満足 不満 不明・無回答

86.1 

79.1 

87.1 

86.8 

88.8 

83.1 

74.7 

80.9 

82.9 

92.9 

6.1 

13.1 

8.1 

3.9 

3.9 

6.5 

12.6 

9.9 

10.5 

3.2 

7.7 

7.8 

4.8 

9.2 

7.3 

10.5 

12.6 

9.2 

6.6 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①児童館（n=310）

②子ども会・子どもクラブ

（n=398）

③子どもの文化教室事業

（n=62）

④親子の共同体験事業

（n=76）

⑤学校の運動場、体育

館、

教室などの開放（n=178）

⑥公民館の開放（n=124）

⑦子育て相談、教育相談

（n=87）

⑧市の子育て情報誌・

子育てアプリ・ホームペー

ジ（n=131）

⑨スポーツ少年団

（n=181）

⑩総合型地域スポーツク

ラブ（n=156）

満足 不満 不明・無回答
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○充実を図ってほしいと期待する子育て支援についてみると、「子連れでも出かけやすく楽し

める場所を増やしてほしい」が就学前児童で 62.2（前回 66.4）％、小学生児童で 46.3

（前回 39.4）％と最も高く、次いで就学前児童は「認定こども園や幼稚園、保育園にかか

る出費負担を軽減してほしい」が 35.1（前回 23.0）％、小学生児童では「残業時間の短

縮や休暇の取得促進など、企業に対して職場環境の改善を働きかけてほしい」が 28.3（前

回 19.4）％となっています。 

■かほく市に対して期待する子育て支援策（複数回答） 

 

22.3 

34.4 

62.2 

8.0 

9.1 

3.0 

3.6 

12.1 

14.1 

35.1 

4.3 

15.0 

6.2 

16.4 

1.8 

25.3 

8.4 

7.1 

9.8 

19.4 

10.0 

0.9 

20.6 

24.6 

46.3 

8.6 

2.4 

1.0 

0.6 

11.6 

6.2 

4.6 

5.4 

4.6 

5.2 

20.0 

3.2 

28.3 

4.8 

2.4 

4.0 

10.0 

16.2 

7.2 

0% 20% 40% 60% 80%

親子が安心して集まれる身近な場を増やしてほしい

親子で楽しめるイベントを開催してほしい

子連れでも出かけやすく楽しめる場所を増やして

ほしい

子育てに困った時に相談したり情報を得たりする場を

作ってほしい

認定こども園を増やしてほしい

幼稚園を増やしてほしい

（小規模保育などの）保育園を増やしてほしい

児童館等の施設を増やしてほしい

放課後児童クラブ（学童保育クラブ）を増やしてほしい

認定こども園や幼稚園、保育園にかかる出費負担を

軽減してほしい

誰でも気軽に利用できるＮＰＯなどによる

保育サービスがほしい

産後ケア施設（出産後の子どもと母親をケアする

ための宿泊施設）を作ってほしい

子育て家庭を継続的に担当し、相談にのってくれる

専門職（保健師等）を配置してほしい

安心して子どもが医療機関にかかれる体制を

整備してほしい

多子世帯の優先入居や広い部屋の割り当てなど、

住宅面の配慮がほしい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に

対して職場環境の改善を働きかけてほしい

子育てについて学べる機会を作ってほしい

保育園や幼稚園の園庭などの開放（遊び場の提供）

一時保育を充実してほしい

病後児保育だけでなく、病児保育も実施してほしい

その他

不明・無回答

就学前児童（n=439） 小学生児童（n=501）
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○かほく市は子どもを育てながら住み続けたいまちであると思うかについてみると、「住み続

けたい」、「ぜひ住み続けたい」の合計が、就学前児童で 87.7（前回 82.8）％、小学生児

童で 84.2（前回 77.2）％となっています。 

■かほく市は子どもを育てながら住み続けたいまちであると思うか（単数回答） 

 

○過去１年間に、経済的な理由で子どもに必要なものが買えなくて困ったことがあったかに

ついてみると、「まったくなかった」が就学前児童で 59.9（前回 68.1）％、小学生児童で

61.5（前回 59.4）％と最も高く、次いで「あまりなかった」が就学前児童で 25.3（前回

23.2）％、小学生児童で 21.4（前回 24.8）％となっています。 

■過去１年間に、経済的な理由で子どもに必要なものが買えなくて困ったことがあったか（単数回答） 

 

36.9 

50.8 

5.5 

1.1 

0.7 

3.9 

1.1 

33.7 

50.5 

7.8 

0.8 

0.8 

4.4 

2.0 

0% 20% 40% 60%

ぜひ住み続けたい

住み続けたい

どちらとも考えていない

あまり住み続けたいと思わない

できれば他のまちに移り住みたい

わからない

不明・無回答

就学前児童（n=439） 小学生児童（n=501）

2.1 

2.4 

9.8 

13.0 

25.3 

21.4 

59.9 

61.5 

3.0 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=439）

小学生児童

（n=501）

よくあった たまにあった あまりなかった

まったくなかった 不明・無回答
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○子どもにかかる費用のうち、経済的に負担が大きいと感じるものについてみると、就学前

児童では「子どもの将来のための貯金や保険料など」が 64.7（前回 66.6）％、次いで

「学習塾や習い事にかかる費用」が 46.9（前回 39.8）％となっています。 

○小学生児童では「子どもの将来のための貯金や保険料など」と「学習塾や習い事にかかる

費用」がともに 59.1％と最も高く、次に「制服や体操服の購入費」が 58.9（前回

50.8）％となっています。 

■子どもにかかる費用のうち、経済的に負担が大きいと感じるもの（複数回答） 

 

 

 

  

22.3 

10.9 

44.6 

46.9 

26.0 

64.7 

7.7 

9.3 

2.7 

21.2 

9.4 

58.9 

59.1 

26.3 

59.1 

2.6 

10.4 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80%

行事や給食費などの園の諸経費

文具などの教材購入費

制服や体操服の購入費

学習塾や習い事にかかる費用

おもちゃやスポーツ用品の購入費

子どもの将来のための貯金や保険料など

その他

大きな負担を感じるものはない

不明・無回答

就学前児童（n=439） 小学生児童（n=501）
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５ かほく市子ども・子育て支援事業計画（第２期計画）の進捗状況 

 

前回計画で設定した目標事業量に対する達成状況は以下のとおりです。 

（１）教育・保育事業 

■教育事業【１号認定】           単位：人／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 151 154 163 169 174 

確保の内容 252 252 252 252 252 

実績値 199 156 177 189  

 

教育事業での受入について、令和 2 年度以降、見込みを実績値が上回っており、想定以

上に 1 号認定の利用者が多くなっていますが、確保の内容で収まっています。 

 

■保育事業【２号認定（３～５歳児）】        単位：人／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 830 845 896 931 955 

確保の内容 897 897 987 987 987 

実績値 780 841 906 929  

 

保育事業の２号認定（３～５歳児）の受入について、見込み及び確保の内容に利用量が

概ね収まっています。 

 

■保育事業【３号認定（１～２歳児）】        単位：人／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計

画

値 

量の見込み 524 551 563 557 568 

確保の

内容 

認定 

こども園 
537 537 579 579 579 

地域型 

保育事業 
25 25 25 25 25 

実績値 502 544 519 515  

 

保育事業の３号認定（１～２歳児）の受入について、見込み及び確保の内容に利用量が

概ね収まっています。 
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■保育事業【３号認定（０歳児）】        単位：人／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計

画

値 

量の見込み 120 120 118 117 114 

確保の

内容 

認定 

こども園 
138 138 153 153 153 

地域型 

保育事業 
13 13 13 13 13 

実績値 114 102 131 130  
 

 

保育事業の３号認定（０歳児）の受入について、見込み及び確保の内容に収まる利用量

となっています。 

 

（２）地域子ども・子育て支援事業 

■①延長保育事業          単位：人／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 768 787 806 817 823 

確保の内容 768 787 806 817 823 

実績値 612 528 515 490  

 

延長保育事業について、見込み及び確保の内容に収まる利用量となっています。 

 

■②放課後児童健全育成事業                     単位：人／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計

画

値 

量の見込み 
低学年 422 439 472 500 530 

高学年 72 75 81 86 90 

確保の内容  524 524 540 540 

実績値 

低学年 420 481 507 512  

高学年 109 93 130 130  

合計 529 574 637 642  

     

放課後児童健全育成事業について、見込み及び確保の内容を上回る利用量となってお

り、利用者数は増加傾向にあります。上振れした利用量については、長期休業中の児童の

受け入れが主であり、臨時的なクラブを確保して対応するなど確保に努めました。 
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■③子育て短期支援事業（ショートステイ）      単位：人日／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 0 0 0 0 0 

確保の内容 22 30 4 2 20 

実績値 22 30 4 2  

 

短期支援事業について、市内に該当施設がなかったため量の見込みはゼロでしたが、令

和 2 年度以降は、利用量にあわせ市外の施設と連携してニーズに対する提供量を確保しま

した。 

 

■④地域子育て支援拠点事業        単位：人回／月 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 3,603 3,720 3,667 3,618 3,562 

確保の内容 3,603 3,720 3,667 3,618 3,562 

実績値 3,502  3,244  3,758  3,440   

 

地域子育て支援拠点事業について、令和 4 年度のみ見込み及び確保の内容を利用量が上

回りましたが、相談利用等のセンター職員の確保により利用量のニーズに対する提供量を

確保することができています。 

 

■⑤一時預かり事業 

【幼稚園型での一時預かり】        単位：人日／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 1,309 1,332 1,415 1,472 1,512 

確保の内容 1,309 1,332 1,415 1,472 1,512 

実績値 13,813 12,280 11,329 9,786  

【その他の一時預かり】        単位：人日／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 691 703 747 777 798 

確保の内容 691 703 747 777 798 

実績値 91 172 266 240  

 

幼稚園型における一時預かりについては、計画策定当初ニーズの見込が少なかったもの

の、社会情勢の変化や園側での受け入れ態勢の確保に伴い、ニーズが急増しました。 

園においても、増加したニーズに対応するため保育を増加するなど適切に確保できる体

制づくりを行っています。 
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■⑥病児・病後児保育事業        単位：人日／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 275 323 358 392 423 

確保の内容 275 323 358 392 423 

実績値 99 155 66 208  

 

病児・病後児保育事業について、年度により利用量にばらつきが見られますが、見込み

及び確保の内容に収まる利用量となっています。 

 

■⑦ファミリーサポートセンター事業（就学児のみ）     単位：人日／週 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 5 5 5 5 5 

確保の内容 5 5 5 5 5 

実績値 6  7  5  7   

 

ファミリーサポートセンター事業（就学児のみ）について、見込み及び確保の内容を若

干上回る利用量となっていますが、対応職員を増加するなど受け入れ態勢を強化しニーズ

にこたえることができています。 

 

■➇利用者支援事業              単位：か所 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 2 2 2 2 1 

確保の内容 2 2 2 2 1 

実績値 2 2 2 2  

 

利用者支援事業の基本型１か所、母子保健型１か所で実施していましたが、令和 6 年 4

月の「こども家庭センター設置」に伴い、基本型と母子保健型を一体とした利用者支援事

業を実施しています。 
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■⑨妊婦健診事業         単位：人回／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 4,004 3,978 3,926 3,848 3,783 

確保の内容 4,004 3,978 3,926 3,848 3,783 

実績値 3,275 3,860 3,836 3,836  

 

妊婦健診事業について、見込み及び確保の内容に収まる利用量となっています。 

 

■⑩乳児家庭全戸訪問事業         単位：人／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 308 306 302 296 291 

確保の内容 308 306 302 296 291 

実績値 262 308 301 297  

 

乳児家庭全戸訪問事業について、利用量は概ね、見込み及び確保の内容通りの結果とな

っています。 

 

■⑪養育支援訪問事業         単位：人／年 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み 70 70 70 70 70 

確保の内容 70 70 70 70 70 

実績値 53 105 47 140  

 

養育支援訪問事業について、年度によって利用のばらつきが大きく、令和 2 年度と 4 年

度は、見込み及び確保の内容に収まる利用量でしたが、令和 3 年度と 5 年度は利用量が上

回っています。支援が必要な家庭の有無により増減をするもので、保健師や他の機関との

連携によりニーズの受け皿を確保しています。 
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６ 子ども・子育て家庭を取り巻く課題 

（１）増加する保育ニーズへの対応 

近年、かほく市では人口が横ばいで推移していますが、０～11 歳児までの人数は直近５

年では概ね微増で推移しています。この傾向は、今後もしばらく推移すると考えられます。

このことから、子どもの母数自体が増えているため、ニーズも増加することは容易に想像

できます。 

さらに、女性活躍推進の取組等により働く女性が増加し、共働き・共育てが広がりつつ

あり、それにあわせて保育ニーズが高くなっています。このように高まっていくニーズに

対して、いかに待機児童を出さずに対応していくかは、子育て支援施策の中で最も重要な

課題であると同時に、国の「こども未来戦略の加速化プラン」への対応も必要と考えてい

ます。 

また、高まる保育ニーズにあわせて、小学校就学後の学童の保育ニーズも高くなってお

り、こちらも対応を考える必要があります。特に外日角小学校区、宇ノ気小学校区では、

既に定員数を上回るニーズがあり、早急に対応する必要があります。 

幼児教育と保育の質の向上はもちろん必要ですが、保育を必要としている市民全員が保

育を享受できる体制を築き上げていけるよう、保育の提供体制の量的な整備に努めていく

ことが強く求められています。 

 

（２）親と子が安心して育つことができる環境の充実 

ニーズ調査結果において、市に対して充実を図ってほしいと期待することとして、「子連

れでも出かけやすく楽しめる場所を増やしてほしい」とする声に加え、「認定こども園や幼

稚園、保育園にかかる出費負担を軽減してほしい」との割合が高くなっています。 

かほく市では、情報提供や相談体制の充実を図り、市民からは一定の評価と満足度を得

ていることが考えられ、次に求められるのは、「子どもと楽しくともに育つことができる環

境づくり」であると考えられます。そのため、親子が参加できるイベントや親子同士で交

流できる場・機会を設け、子どもが楽しく育ちながら、親も安心して子育てを楽しむため

の施策の充実を図っており、さらに、ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の

強化やすべてのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充等も進めていきます。 
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（３）仕事と子育ての両立を支援する環境づくり 

ニーズ調査結果では、「残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に対して職場環境の

改善を働きかけてほしい」との声が増えており、子育てに時間を取られ仕事をしたくても

できない人や、仕事に追われ子どもと一緒にいる時間を満足に取れない人など、仕事と子

育ての両立に対して悩みを抱えている人が多くいます。 

近年の核家族化の進行にあわせ、かほく市では子育て世代の流入も増加しており、親族

や知人の協力を得ることが難しい状況が推測されます。今後は、共働き・共育てを見据え、

そういった頼る人がいない親に対して、働きながらでも、しっかりと子育てができる環境

づくりを進めることが重要です。また、地域の中でもお互いを助けあえるような親同士の

つながりを醸成していくことも必要です。 

（４）地域全体で子育てを支える体制の構築 

親が安心して子育てができ、子どもが健やかに成長していくためには、地域での支えが

重要となります。また、子育て中の親や家庭が地域との交流機会を持つことで、子育て力

の向上が期待されます。 

ニーズ調査結果では、前回の調査結果と同じく、近隣住民と何らか関わりがある人が大

半であることから、地域のつながりは都市部に比べると強いことがわかりますが、今後は

この地域のつながりを活かした、地域における子育て支援の人材育成が求められます。ま

た、既存の人材・施設などの地域資源を活かし、地域全体における子育て支援を充実する

とともに、その取組に対して地域の人材が参加しやすいシステム及び子育て家庭に情報が

届きやすいシステムの構築を図ることが重要です。 

（５）きめ細やかな子育て支援の充実 

近年、全国的に児童虐待の問題が深刻になっています。ニーズ調査結果でも、子育てに

おける悩みについて、「叱りすぎているような気がする」との回答が上位に入るなど、しつ

け等の子どもへの接し方が他の項目と比べて高くなっています。 

児童虐待の問題は、潜在的な要因が様々ありますが、特に子育ての負担が大きくなりが

ちな、ひとり親家庭や障がいをお持ちのお子さんがいる家庭、外国籍の家庭や、経済的に

困難を抱えている家庭等は児童虐待や育児放棄に陥りやすい傾向にあります。 

今後、児童虐待防止につなげるため、相談員や関係機関等が情報の共有や連携を強化し、

要支援家庭のための支援のネットワークを構築していくことが重要です。また、妊産婦や

ヤングケアラーへの支援など、すべてのこども・子育て世帯を対象とする支援を拡充し、

ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援を行うため、それぞれの家庭にあわせた

きめ細やかな支援を行える体制づくりもあわせて進めていかなければなりません。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

 

第２期計画では、前期計画を踏まえ、就労状況等の子育て家庭を取り巻く環境の多様化が

進む中、保護者一人一人の状況や思いに応じた子育てを実現することができるよう、引き続

き子育て支援の充実を図ること、そして、子育ての楽しさを実感できる環境と、家族や地域、

親同士で支えあうネットワークづくりを推進し、子どもの育ちと子育てを通して、人と人が

つながるまちを目指すために、「住んで（て）よかった みんなとつながる 自分にあった子

育てを見つけるまち かほく」を基本理念として掲げました。 

さらに、国が掲げている「子育ての第一義的な責任は保護者にある」という考え方のもと、

子育てを社会全体で支えていくための環境整備を進めていく方針を打ち出しています。そし

て、市民をはじめ地域、企業、行政などの主体が連携し、協働することで、子どもと大人が

ふれあい、楽しみながら成長していけるよう、取組を進めています。 

本計画においては、この基本理念を継承しつつ、国のこども未来戦略「加速化プラン」に

対応してまいります。 

 

■基本理念 
  

住んで（て）よかった 

みんなとつながる 

自分にあった子育てを見つけるまち 

かほく 
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２ 計画の視点 

 

基本理念をもとに、国の示している子どもの育ちに関する理念との整合を図りながら、以

下の視点に立って子育て支援施策に取り組むこととします。 

 

（１）子どもの幸せを第一に考える視点 

 

子ども一人一人の人権が尊重されるよう、子ども・子育てに関するすべての施策や

取組において、輝く未来と無限の可能性を持つ子どもの成長を第一に願い、「子どもに

とっての幸せ」を考えた環境づくりを推進します。 

 

 

（２）すべての子どもと子育て家庭を支える視点 

 

子どもが心身ともに健やかに成長するためには、すべての家庭が安心して子育てが

できる環境整備が必要です。子育て家庭をサポートできる体制づくりや、女性の社会

進出の増加に伴い、子育てしながら働きやすい環境づくりを推進します。 

 

 

（３）地域社会全体で子どもを育む視点 

 

子育ては家庭だけの問題ではなく、子どもの健やかな成長を社会全体で支え、見守

ることが重要です。そのため、保護者が子育てについての第一義的責任を有するとい

う考えのもと、市民、地域、企業、行政などの社会全体が協働した支援施策を推進し

ます。 
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３ 基本目標 

 

計画の基本理念・計画の視点を受け、具体的な施策の指針となる６つの基本目標を以下の

ように定めます。 

 

 

 

子どもの幸せを第一に考え、子育てをしているすべての人が、安心して子育てができるよ

う、子どもの健全な成長を支えられる様々な子育て支援サービスの確保・充実を推進します。 

また、出生数の増加や女性の社会進出に伴う保育ニーズの高まりに対応するため、民間に

よる教育・保育施設の整備の検討を進めます。 

 

 具体的な施策  

●地域における子育て支援サービスの充実   ●子育て支援ネットワークづくり 

●多様化する保育ニーズへの取組 

 

 

 

 

 

安全・安心な妊娠・出産を支援するため、保健事業の確実な実施に努め、妊娠中から継続

した支援体制の充実を図ります。近年増加している不妊症・不育症※に対しても治療の助成を

行い、保健事業のさらなる充実を図ります。 

また、すべての子どもの健やかな成長を願い、子どもの疾病予防を目的とした健康管理・

指導の強化や基本的な生活習慣の確立に向け、食育の推進に取り組みます。さらに、すべて

の子ども・子育て世帯を対象とする支援を拡充するとともに、小児医療の助成対象を拡充し、

安心して子どもを生み育てるための環境づくりを進めます。 

 

 具体的な施策  

●親と子どもの健康の確保      ●「食育」の推進 

●小児医療の充実 

 

 

※不育症 

妊娠をしても、流産や死産、新生児死亡などを繰り返して結果的に子どもを持てない場合を

意味し、同意語の習慣（あるいは反復）流産は、妊娠22週以降の死産や生後１週間以内の新

生児死亡は含まれず、不育症はより広い意味で用いられる。  

基本目標１ 地域における子育て支援の充実 

基本目標２ 親と子どもの健康の確保 
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次代の担い手である子どもが豊かな個性と感性を育み、かつ調和のとれた人間として成長

するために、また、社会全体としての母性、父性の意識を醸成するため、若い世代に対して

「次代の親育て」として、様々な取組や支援体制の充実を図ります。 

また、学校・家庭・地域等地域資源のネットワークにより、教育や遊び、日常の暮らしの

中で子どもの未知なる可能性や生きる力を育みます。 

 

 具体的な施策  

●次代の親の育成          ●幼児教育環境の整備 

●家庭の教育力の向上        ●児童の健全育成 

 

 

 

 

働きながら子育てをするすべての人が、仕事と家庭生活のバランスがとれる多様な働き

方を選択できるよう、広報等を通じて、ワーク・ライフ・バランスという言葉や意味、市

内企業の取組について紹介し、市民への理解・浸透を図るとともに、「ワーク・ライフ・バ

ランス支援セミナー」等を通して、企業に対しても普及啓発を推進します。 

 

 具体的な施策  

●ワーク・ライフ・バランスの理解の促進 

 

 

 

 

核家族化の進展などにより、祖父母や近隣住民等から、日々の子育てに対する助言や支援、

協力を得ることが困難になってきています。また、近年の子どもに対する犯罪の増加等、子

どもを取り巻く安全に関する環境は悪化していることからも、子どもを危険から守り、安全

を確保するため、地域や関係機関等と連携を図り、防犯活動や交通安全活動を推進します。 

さらに、近年気候変動による豪雨や大型地震等の災害による被害が全国的に増えており、子

どもや妊婦を災害から守るための支援にも力を入れていきます。 

 

 具体的な施策  

●交通安全を確保するための支援     ●犯罪等の被害から守るための支援 

●子どもや妊婦を災害から守るための支援 

  

基本目標３ 子どもの心身の健やかな成長を支える環境の整備 

基本目標５ 子どもの安全の確保 

基本目標４ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 
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児童虐待防止対策の推進やひとり親家庭の自立支援、困り感があり支援を必要とする家庭

や子どもに対するきめ細やかな支援体制を整備します。 

また、国では子どもの貧困問題について、各市町村での対策を努力義務としています。本

計画においても、子どもの貧困問題については、現状の把握とこれからの方向性を位置づけ、

今後対策を進め、さらに、ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援を強化していき

ます。 

 

 具体的な施策  

●児童虐待予防の推進         ●ひとり親家庭等への自立支援 

●困り感のある家庭の相談支援の充実  ●子どもの貧困対策の推進 

 

 
  

基本目標６ 家庭へのきめ細やかな支援の推進 
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５ 重点プロジェクトの推進 

 

第２期計画と同様に、ニーズ調査等の現状からみえる課題を踏まえ、基本理念の実現のた

めに重点的に取り組むことを、「重点プロジェクト」として位置づけ推進していきます。第２

期計画のプロジェクトは達成できたことから、本計画では新たに３つのプロジェクトを設定

します。 

 

【第 2 期計画における重点プロジェクト項目】 

１．子ども総合センター・子育て支援センター事業の強化 

２．子ども健やか心身成長プロジェクト 

３．子ども家庭総合支援拠点機能の強化 

 

【第３期計画における重点プロジェクト項目】 

１．地域の子育て力の発掘・強化 

 家庭・行政につぐ地域の子育て力の充実を図り、身近な関係による安心した子

育て環境の充実に取り組みます。 

 

２．子ども健やか心身成長プロジェクト 

 幼児から児童までをメインに、健やかな成長を支援することを目的に、認定こ

ども園をはじめ各種団体や施設等、遊びや運動を通して体幹や心を鍛え豊かにす

るプロジェクトを推進します。 

３．子育て世代の相談・支援機能の強化 

 「こども家庭センター」で実施する相談・支援体制の充実を図り、妊娠期から

子育て期までのきめ細やかな支援を充実します。 
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第４章  教育・保育事業等の量の見込み等 

１ 教育・保育提供区域の設定 

 

「子ども・子育て支援法」では、「子ども・子育て支援事業計画」において、「教育・保育」、

「地域子ども・子育て支援事業」を提供する区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を

定め、当該区域ごとに「量の見込み」、「確保の内容」、「実施時期」を定めることとされてい

ます。教育・保育提供区域の設定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会

的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設整備の状況やその

他の条件を総合的に勘案するとともに、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容

易に移動することが可能な区域を定めることとなっています。その際、教育・保育提供区域

は、地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となることを踏まえて設定す

る必要があります。 

かほく市においては、既存の整備状況で全市的な利用ニーズに対応している事業等もある

ことから、効率的に資源を活用できるよう、教育・保育提供区域を１圏域（全市）と設定し

つつ、地域のニーズに応じた教育・保育、地域子育て支援事業の整備に努めます。 

 

 

２ 教育・保育の量の見込みと確保方策 

 

【量の見込み】 

■教育（１号認定） 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 172 159 144 127 127  

②確保の内容 201 174 226 226 226 

②－① 29 15 82 99 99 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○教育事業については、１号認定の計画期間中におけるニーズに対して、確保の内容が上回

ることから確保体制は整っています。 

○現在、市内の幼稚園はすべて認定こども園に移行しているため、認定こども園の教育標準

時間利用にて受入を行います。  
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■保育（２号認定：３～５歳） 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 968 997 1,017 1,015 1,019  

②確保の内容 975 1,002 1,050 1,050 1,050 

②－① 7 5 33 35 31 

■保育（３号認定：１～２歳） 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 
596 

うち１歳:290 

２歳:306 

595 
１歳:304 

２歳:291 

617 
１歳:307 

２歳:310 

629 
１歳:308 

２歳:321 

643 
１歳:311 

２歳:332  

②確保の内容 638 638 691 691 691 

 うち特定教育・保育施設 565 565 605 605 605 

 うち特定地域型保育事業 39 39 52 52 52 

②－① 42 43 74 62 48 

■保育（３号認定：０歳） 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 160 167 174 181 189  

②確保の内容 191 191 217 217 217 

 うち特定教育・保育施設 153 153 173 173 173 

 うち特定地域型保育事業 18 18 24 24 24 

②－① 31 24 43 36 28 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○保育事業の２号認定（３～５歳）については、計画期間前半におけるニーズに対して、確

保の内容が上回ることから確保体制は整っています。しかし、令和９年度まで３～５歳の

人数が増加する推計もあり、利用者数も増加することが考えられるため、必要に応じて定

員数の見直しに取り組みます。 

○３号認定（１～２歳）についても、今後の増加を見越し、定員数の拡充を検討していきま

す。定員数の拡充については、次ページの小学校区別の見込みも踏まえながら、よりニー

ズが高い小学校区において受入体制を整備します。また、地域型保育事業での小規模保育

の推進を図ることで、多様なニーズに応える体制の確保を行います。 

○３号認定（０歳）については、今後も増加が見込まれますが、計画期間中におけるニーズ

に対して、確保の内容が上回ることから確保体制は整っています。また、地域型保育事業

での小規模保育の推進を図ることで多様なニーズに応える体制の確保を行います。 

○施設の整備にあたっては、「保育提供体制の確保のための実施計画」に基づき、計画的に実

施します。  
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【量の見込み】 

■乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

0 歳児 
①量の見込み 

 
120 120 120 120 

②確保の内容  120 120 120 120 

1 歳児 
①量の見込み  72 72 72 72 

②確保の内容  72 72 72 72 

2 歳児 
①量の見込み  36 48 48 48 

②確保の内容  36 48 48 48 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○乳児等通園支援事業については、令和 8 年度よりニーズの受け皿整備を予定しています。 

○乳児等通園支援事業については、ニーズの把握に努めるとともに、今後の国の動向等を踏

まえながら対応していきます。 
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■（参考）小学校区別教育・保育の量の見込み 

直近の利用率を基準に按分を行い、各小学校区別の教育・保育事業量の見込みを算出して、

該当保育施設の定員数と比較したところ、以下のとおりとなりました。 

単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 
定員 

高
松
小
学
校
区 

教育（１号認定） 27 25 23 20 18 
195 

保育（２号認定：３～５歳） 146 150 153 153 154 

保育（３号認定：１～２歳） 92 92 95 97 99 99 

保育（３号認定：０歳） 27 28 29 30 31 35 

大
海
小
学
校
区 

教育（１号認定） 7 6 5 4 4 
50 

保育（２号認定：３～５歳） 43 44 45 45 45 

保育（３号認定：１～２歳） 28 28 29 30 31 30 

保育（３号認定：０歳） 11 11 11 11 11 12 

七
塚
小
学
校
区 

教育（１号認定） 43 40 36 32 28 
281 

保育（２号認定：３～５歳） 160 165 168 168 169 

保育（３号認定：１～２歳） 102 102 106 108 110 107 

保育（３号認定：０歳） 20 21 22 23 24 21 

外
日
角
小
学
校
区 

教育（１号認定） 38 35 32 28 25 
302 

保育（２号認定：３～５歳） 259 267 272 271 272 

保育（３号認定：１～２歳） 148 148 153 156 159 146 

保育（３号認定：０歳） 49 49 51 53 55 51 

宇
ノ
気
小
学
校
区 

教育（１号認定） 50 46 42 37 33 
392 

保育（２号認定：３～５歳） 322 332 339 338 339 

保育（３号認定：１～２歳） 201 201 208 212 217 218 

保育（３号認定：０歳） 38 40 42 44 46 42 

金
津
小
学
校
区 

教育（１号認定） 7 7 6 6 4 
45 

保育（２号認定：３～５歳） 39 39 40 40 40 

保育（３号認定：１～２歳） 25 24 26 26 27 27 

保育（３号認定：０歳） 17 18 19 20 22 18 

○令和９年度に新たな保育施設等を整備することを前提とした計画として策定しております。 

○０～２歳の年齢層において、いずれのこども園においても定員数を若干超える可能性が見

受けられます。 

○そのため、特に低年齢児については、受け皿の確保を優先的に行う必要があります。 

※あくまでも全体の利用見込み数の数値を按分した参考値であるため、精度は全数の見込み量の

数値に比べると低くなります。  
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３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

■地域子ども・子育て支援事業 

 
単位 

量の見込み 

R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

①延長保育事業 人／年 471  476  484  484  487 

②放課後児童クラブ 人／年 655 670 682 708 743 

③子育て短期 

支援事業 

ショートス

テイ 
人※／日 2 2 2 2 2 

トワイライ

トステイ 
人※／日 2 2 2 2 2 

④地域子育て支援拠点事業 人※／月 3,526 3,597 3,669 3,742 3,780 

⑤一時 

預かり事業 

一時預かり 
（幼稚園型） 

人／年 11,111  11,240  11,439  11,439  11,504  

その他の 
一時預かり 

人／年 209 212 216 216 217 

⑥病児・病

後児保育事

業 

病後児保育 人／年 7 8  8  8  8  

病児保育 人／年 279  284  319  333  364  

⑦ファミリーサポートセンター

事業 
人／年 350  370  390  410  430  

➇利用者支

援事業 

こども家庭セ

ンター型 
か所／回 1 1 1 1 1 

妊婦等包括相

談支援事業 
回 330 345 350 355 360 

⑨妊婦健診事業 回／年 3,785  3,785  3,798  3,817  3,836  

⑩乳児家庭全戸訪問事業 人／年 300 300  300  300  300  

⑪養育支援訪問事業 人／年 50  50  50  50  50 

⑫産後ケア事業 人／年 5 8 10 12 14 

⑬子育て世帯訪問支援事業 世帯／年 150  150  150  150  150  

⑭親子関係形成支援事業 世帯／年 60  60  60  60  60  

※人…延べ利用日数 
※人…延べ利用回数 
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①延長保育事業 

【量の見込み】 

■延長保育事業 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 471 476 484 484 487 

②確保の内容 471 476 484 484 487 

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○現在、すべての認定こども園において実施しており、定員設定は行わず、保護者の利用意

向すべてに対応していることから、引き続き現在の提供体制を維持します。 

 

②放課後児童クラブ 

【量の見込み】 

■放課後児童クラブ（通年利用児童） 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 

１年生 174 180 182 208 213  

２年生 186 176 180 180 210  

３年生 167 166 158 164 163  

４年生 81 100 101 95 98  

５年生 40 40 52 50 48  

６年生 7 8 9 11 11  

合計 655 670 682 708 743 

②確保の内容 688 688 788 788 788 

②－① 33 18 106 80 45 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○令和６年度現在、通年利用で 503 人、長期休暇の短期利用 205 人を受け入れており、定

員数は 688 人となっています。計画期間中におけるニーズが令和９年度以降定員数を上回

るため、定員数の拡充を検討し、ニーズに対応できる確保体制を整備していきます。定員

数の拡充については、次ページの小学校区別の見込みも踏まえながら、よりニーズが高い

小学校区において受入体制を整備します。 

○夏休み期間中など短期的に需要が高まった場合、利用者が定員を超えるクラブがあること

からも、今後は、児童館の利用促進や学校施設の有効活用など、短期的な需要の高まりへ

の対策について検討を行います。  
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■（参考）小学校区別放課後児童クラブの量の見込み 

直近の利用率を基準に按分を行い、各小学校区別の放課後児童クラブの量の見込みを算出

したところ、以下のとおりとなりました。 

単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

高松小学校区 

低学年 130 133 136 141 148  

高学年 20 20 20 21 22  

合計 150 153 156 162 170  

大海小学校区 

低学年 26 26 27 28 29  

高学年 10 11 11 11 12  

合計 36 37 38 39 41  

七塚小学校区 

低学年 74 76 77 80 84  

高学年 17 17 18 18 19  

合計 91 93 95 98 103  

外日角小学校区 

低学年 139 142 144 150 157  

高学年 46 48 48 50 53  

合計 185 190 192 200 210  

宇ノ気小学校区 

低学年 122 124 126 131 138  

高学年 59 60 61 64 66  

合計 181 184 187 195 204  

金津小学校区 

低学年 10 11 11 11 12  

高学年 2 2 3 3 3  

合計 12 13 14 14 15  

○高松小学校区、外日角小学校区、宇ノ気小学校区にて多くの利用が見込まれます。そのた

め、これらの小学校区においては、受け皿の確保を優先的に行う必要があります。 

※あくまでも全体の利用見込み数の数値を按分した参考値であるため、精度は全数の見込み量の

数値に比べると低くなります。 
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③子育て短期支援事業 

【量の見込み】 

■子育て短期支援事業 単位：人／日 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

ショートステ

イ 

①量の見込み 2 2 2 2 2 

②確保の内容 2 2 2 2 2 

②－① 0 0 0 0 0 

トワイライト

ステイ 

①量の見込み 2 2 2 2 2 

②確保の内容 2 2 2 2 2 

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ）については、現在市内にお

いて、１施設で同時に６人までの受入が可能となっており、利用者の状況を鑑みながら、

柔軟な受け入れを行っているほか、金沢市などを含めた広域的な連携を図り対応を行って

います。 

○障がいのある子どもについては、市内外の障がい福祉事業所において対応が可能です。 

 

※トワイライトステイ 

夜間養護等事業（平日の夜間・休日において、児童を児童養護施設等で一時的に預かる事業） 

 

 

④地域子育て支援拠点事業 

【量の見込み】 

■地域子育て支援拠点事業 単位：人／月 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 3,526 3,597 3,669 3,742 3,780 

②確保の内容 3,526 3,597 3,669 3,742 3,780 

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○公立（高松・七塚・宇ノ気）と私立（木津幼稚園）の４か所の子育て支援センターで支援

を実施し、子育て相談や親子の交流、子育てサークルの活動の場などを提供しています。 

○さらなる利用の促進を図るとともに、支援に関する拠点化について検討を行います。 
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⑤一時預かり事業 

【量の見込み】 

■一時預かり事業 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

一時預かり 

（幼稚園型） 

①量の見込み 11,111 11,240 11,439 11,439 11,504  

②確保の内容 11,111 11,240 11,439 11,439 11,504  

②－① 0 0 0 0 0 

その他の一時預

かり 

①量の見込み 209 212 216 216 217 

②確保の内容 209 212 216 216 217 

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○幼稚園型一時預かり事業（１号認定の預かり保育）については、現在３か所（私立）で実

施しており、現在の施設規模により計画期間中のニーズは確保されていることから、事業

の継続を促します。 

○その他の一時預かりについては、現在すべての認定こども園において未就園児の一時預か

りを実施しています。また、ファミリーサポートセンターを１か所整備しており、就学前

児童から小学生児童までを受け入れています。この見込みでは、就学前児童のみを計上し

ており、現在の施設規模や提供体制により、計画期間中のニーズは確保されていることか

ら、引き続き提供体制の維持に努めます。 
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⑥病児・病後児保育事業 

【量の見込み】 

■病児・病後児保育事業 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

病後児保育 

①量の見込み 7 8 8 8 8 

②確保の内容 7 8 8 8 8 

②－① 0 0 0 0 0 

病児保育 

①量の見込み 279 284 319 333 364  

②確保の内容 279 284 319 333 364  

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○市内公立認定こども園３園で実施している病後児保育については、受入可能な数が計画期

間中のニーズを上回っていることから、提供体制は確保されています。実際の利用者数は、

前回計画期間中、毎年僅かな利用にとどまっており、今後も利用者数は大きく伸びないと

考えられます。 

○病児保育については、河北郡市と連携して金沢医科大学病院内の病児保育室「すまいる」

で実施しています。徐々に保護者への周知が図られ、利用は年々増加しています。 

 

 

⑦ファミリーサポートセンター事業 

【量の見込み】 

■ファミリーサポートセンター事業 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 350 370 390 410 430  

②確保の内容 350 370 390 410 430  

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○現在１か所で実施しており、会員数が計画期間中のニーズを上回っていることから、提供

体制は確保されています。ただし、市民への周知とともに利用が増加している傾向にある

ことから、今後もさらなるサービス提供体制の確保を図ります。 
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⑧利用者支援事業 

【量の見込み】 

■利用者支援事業 単位：か所／回 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

こども家庭セ

ンター型 

（単位：か所） 

①量の見込み 1 1 1 1 1 

②確保の内容 1 1 1 1 1 

②－① 0 0 0 0 0 

妊婦等包括相

談支援事業 

（単位：回） 

①量の見込み 330 345 350 355 360 

②確保の内容 330 345 350 355 360 

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○子育てに関する相談や幼児教育・保育などに関する相談など、保護者の多様化する子育て

支援へのニーズや環境に対応することができるよう、子育てに関する総合的な知識を有す

る専門職員を「こども家庭センター」内に配置し、利用者支援事業を実施します。 

○令和 6 年度に母子保健型利用者支援事業「母子健康包括支援センター」を、こども家庭セ

ンターへ統合しています。 

 

 

⑨妊婦健診事業 

【量の見込み】 

■妊婦健診事業 単位：回／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 3,785 3,785 3,798 3,817 3,836  

②確保の内容 3,785 3,785 3,798 3,817 3,836  

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○妊婦健診事業は、保険対象外のため全額自己負担となっており、負担が大きいため 14 回定

期健診分の助成を行います。また、予定日を超えて受診した場合にも３回を上限に助成を

実施します。 
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⑩乳児家庭全戸訪問事業 

【量の見込み】 

■乳児家庭全戸訪問事業 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 300 300 300 300 300  

②確保の内容 300 300 300 300 300  

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○生後４か月を迎えるまでに全戸訪問を行います。出生後、市外へ里帰りをしている場合、

里帰り先の市町村へ家庭訪問を依頼するか、帰省後に自宅へ早めに訪問します。 

 

 

⑪養育支援訪問事業量の見込み】 

【量の見込み】 

■養育支援訪問事業 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 50  50  50  50  50 

②確保の内容 50  50  50  50  50 

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○全戸訪問の際、養育支援を必要とする家庭に対し、継続訪問を行います。また、支援が必

要な妊産婦や、発達が気になる子どもを持つ家庭については継続訪問を行います。 
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⑫産後ケア事業 

【量の見込み】 

■産後ケア事業 単位：人／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 5 8 10 12 14  

②確保の内容 5 8 10 12 14  

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○出産後の退院直後の母子に対して、心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施

します。 

○石川中央都市圏（金沢市・白山市・かほく市・野々市市・津幡町・内灘町）において広域

実施を行い、民間の助産院や医療機関との連携を図りながら、市民の利便性の向上を図り

ます。 

 

 

⑬子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援） 

【量の見込み】 

■子育て世帯訪問支援事業 単位：世帯／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 150 150 150 150 150  

②確保の内容 150 150 150 150 150 

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケアラ

ー含む）に、世帯を訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行

います。 

○養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象に、

児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相

談等を行う児童育成支援拠点事業（子どもの居場所支援）については、現在市内において

実施しておらず、計画期間中のニーズにも表れていないため、確保は行わないものとしま

す。利用ニーズがあった場合は、県や近隣自治体等との広域的な連携を図り、対応を行い

ます。 
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⑭親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援） 

【量の見込み】 

■親子関係形成支援事業 単位：世帯／年 

 
令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 
９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①量の見込み 60 60 60 60 60  

②確保の内容 60 60 60 60 60  

②－① 0 0 0 0 0 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象に、親子間の適切な関係性の

構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行います。 

○課題のある家庭に関わらず、各種 NP 事業等を通じ、子育てに悩みを抱える保護者と子ど

もの親子関係の形成支援を実施し、幅広く支援の輪を広げます。 

 

 

⑮実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【事業の概要】 

認定こども園では、行事などの関係で実費徴収などの上乗せ徴収を行う場合があります。 

本事業は、教育・保育施設が上乗せ徴収を行う際、実費負担の部分について低所得者の負

担軽減を図るため、公費による補助を行うものです。 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○国の動向に応じ、助成を実施していきます。 

なお、給食費（副食材料費）については、市独自施策として、市内に居住する３歳以上の

施設利用児童全員に対し、徴収を免除（上限額 4,700円/月）しています。 

 

 

⑯多様な主体が参入することを促進するための事業 

【事業の概要】 

「待機児童解消加速化プラン」による保育の受け皿拡大や、子ども・子育て支援新制度の

円滑な施行のためには、多様な事業者の能力を活用しながら、小規模保育などの設置を促進

していくことが必要です。 

その一方で、新たに開設された施設や事業が安定的かつ継続的に事業を運営し、保護者や

地域住民との信頼関係を構築していくには、一定の時間が必要となります。 

本事業は、新規施設事業者が円滑に事業を実施できるよう、新規施設等に対する実地支援、

相談・助言、小規模保育事業を行うものです。  
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４ 教育・保育の一体的提供及び推進に関する体制の確保 

（１）質の高い幼児期の教育・保育について 

市内のすべての幼児教育・保育施設が認定こども園に移行しており、保護者の多様化し

たニーズに対応できる教育・保育の提供体制が整っています。従来の保育サービスに加え、

各施設での教育・保育の内容を定めた指針で共通化された幼児教育の実践を充実させてい

きます。 

関係機関・団体等との連携を図り、職員の意識向上、人材の確保・育成、適正配置に努

め、教育・保育サービスの拡充に対応しつつ、質の向上を図ります。 

 

（２）地域の子育て支援の役割について 

子どもの豊かな感性及び人間性は隣近所や地域社会とのつながりによって育まれること

を地域住民一人一人がしっかりと認識し、子育ての意義及び子ども・子育て支援事業の重

要性について関心を深め、地域における子育て支援に積極的に関わっていけるよう、様々

な事業・取組を通じて働きかけます。 

 

（３）幼小連携の取組の推進について 

認定こども園の保育教諭や保育士が共同で研修等を行い、関係者の共通理解を図ること

で一貫した教育・保育の指導を推進し、子どもの発達段階に応じたより質の高い教育・保

育の提供を図ります。 

また、認定こども園・小学校等が連携し、幼児・児童の相互訪問等を通じて、豊かな社

会性を育むとともに、認定こども園等から小学校への円滑な移行・接続を図ります。 

 

（４）放課後児童クラブ（学童保育クラブ）と放課後子ども教室の一体的提供について 

国はすべての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことがで

きるよう「新・放課後子ども総合プラン」を推進しています。 

かほく市においても、「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後の子どもの居場

所づくりの充実を目指し、放課後児童クラブ（学童保育クラブ）と放課後子ども教室の一

体的または連携した実施について、保護者のニーズや、事業者の意向を踏まえながら検討

を進めます。 
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第５章 施策の展開 

１ 地域における子育て支援の充実 

（１）地域における子育て支援サービスの充実 

専業主婦やひとり親家庭など、子育て家庭を取り巻く状況は様々です。これらすべての

子育て家庭を支援していくために、地域における子育て支援サービスを充実させることは

もちろん、子育てに関する情報提供や相談体制を充実させ、「赤ちゃんすくすく応援事業」

など子育て支援施策を継続して、地域において安心して子育てができる環境づくりを引き

続き行います。 

 

①子育て支援サービスの充実 

項目 内容 

こども家庭センター機能の充実 

・R6.4.1 こども家庭センター「おひさま」として開設し、母

子・児童一体的な支援体制の強化を図ります。 

・妊娠期（不妊治療時含む）から子育て期にわたる相談につい

て専門職が支援プランを作成し、支援を行います。 

・市民からの子育て相談に関する様々な相談について、より専

門的・即応的な相談体制機能の充実を図るとともに、広報や

SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）によ

り、子育てに関する様々な情報の発信に努めます。 

地域子育て 

支援センターの強化 

・子育て中の親子を対象に、遊びの場の提供や情報提供、サー

クル活動の支援、イベント・交流等の総合的な支援を展開し

ます。 

・地域の子育て支援拠点として、きめ細やかな対応で、すべて

の親子への支援を目標に様々なイベント・講座を実施しま

す。 

ファミリーサポートセンター事業 

の充実 

・一時的に子育ての援助を受けたい方に対して、登録援助会員

による援助を行います。 

・子ども一人につき１回１時間の援助が 12 回受けられる無料

券を配布します。 

・サービスが市民へ浸透してきたことを踏まえ、利用者の増加

に対応するため、サービス提供者の確保に努めます。 

児童養護施設等での 

ショートステイの実施 

・保護者が疾病等の理由により、家庭における児童の養育が困

難となった場合、児童養護施設等で一時的に養育・保護を行

います。 

・利用の要望があった場合、広域的な連携を図り、対応してお

りますが、より利用しやすい体制の確保に努めます。 
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項目 内容 

里帰り出産への支援 

・生後２か月までの間に赤ちゃん訪問対象者に連絡し、里帰り

の方で希望する方には里帰り先市町村に依頼し、訪問指導を

実施します。 

【新規】 

地域と連携した伴走型支援の

実施 

・妊婦や未就学児がいる家庭に、地域の子育て経験者が訪問す

る家庭訪問型子育て支援により、子育て家庭の家事支援・外

出支援を支援できる体制を検討する。 
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②情報提供及び相談支援体制の充実 

項目 内容 

「子育てお役立ちＢＯＯＫ」 

の作成 

・妊娠から出産・乳幼児期に利用可能なサービスなどをまと

めた情報掲載冊子「子育てお役立ち BOOK」を作成し、

出生届時に配布することで、妊娠時の様々な留意点や健診

などの定期的なお知らせなどについて情報提供を行いま

す。 

育児相談の充実 

・子育て支援センターや認定こども園等において、電話、面

接、訪問などを通じて育児相談に応じ、必要な場合は保健

師、栄養士等や専門機関との連携を図りながら、育児不安

の解消に努めます。 

・こども家庭センターにおいて、子育てに不安のある家庭の

相談に対応できる体制を確保し、地域サービスにつなげ虐

待防止などにもつなげることができる体制を確保します。 

教育センターにおける 

教育相談事業の充実強化 

・教育センターにおいて、子どもの成長に伴う課題解決に向

けた教育相談を行っており、一人一人の状況に応じた適切

な対応ができるよう、必要に応じて関係機関との連携を図

り、きめ細かな支援を行っています。 

・適応指導教室及び家庭訪問相談、臨床心理士等による教育

相談、いじめ等の問題に対する電話相談などの相談窓口の

周知を図り、気軽に相談できる環境づくりを推進します。 

・引きこもり家庭等への第三者による訪問支援を行うため、

教育センターや各中学校区に配置する教育相談員を中心に

相談体制を充実するとともに、スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーとの連携を強化し、適切な支援

や対応を進めます。 

「石川中央子育てアプリ」 

の積極活用 

・平成 30 年から金沢市、白山市、野々市市、津幡町、内灘

町と共同運用する「いしかわ中央子育てアプリ」により、

施設やイベント等の情報提供を行ってきました。 

今後は、アプリの改修も踏まえながら、更なる情報発信等

に積極的に活用し、市民の利便性向上を目指します。 

【拡充】 

子育て支援ネットワーク会議

の開催 

・市内の子育てに直接的に関与する団体により構成する「子

育て支援ネットワーク会議」を通じて、市内の子育て支援

にかかわる情報を定期的に交換するほか、それぞれの団体

の専門性を活かした子育て支援へのアプローチを検討しま

す。 

【新規】 

民生委員・児童委員による見

守り体制の強化 

・地域一体となった見守り支援を実施するため、行政による

支援サービスの隙間を埋めるきめ細かな支援を実施出来る

体制を確保します。 
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（２）子育て支援ネットワークづくり 

家庭の中で子育てに自信が持てず、悩みながら子育てをしている保護者が増えています。

保護者の不安や悩みを軽減するためにも、当事者同士の交流や地域とのふれあいを通し、

一人で子育てを行っているのではなく、地域全体に支えられていると感じられるようにす

ることが大切です。 

地域の保護者による自主的な活動を支援するためにも、子育てサークルのネットワーク

化や活動の場の提供などを推進します。 

また、全天候型屋内運動施設等を活用して、親子や異年齢の子ども、保護者同士や地域

の人々が気軽に交流することができるよう、イベント・事業の充実をはじめ、親子の居場

所づくりを進めていきます。 

 

①地域における子育て支援ネットワークの形成 

項目 内容 

子育てサークル活動への 

支援・育成 

・親の孤立を防ぐことを目的とし、親同士の交流、情報交換、

リフレッシュなどを行うサークル活動を支援します。 

・サークル代表・市・社会福祉協議会・保育施設・保育ママに

よる「子育て支援ネットワーク会議」を定期開催し、子育て

にかかわる情報を共有したり、課題について検討します。 

遊び場の提供 

・子育て支援センターにおいて、親子の遊び場の提供を行うほ

か、あそびの森かほっくるでも、子どもが身体を動かして遊

ぶことのできる環境を提供します。 

・親子にあった施設を選び、利用してもらうためにも、それぞ

れの施設におけるイベントや周知の充実を図ります。 

子育て支援サービスの 

ための施設の有効利用 

（認定こども園等開放） 

・各種子育て支援サービスの提供の場として、認定こども園

「なかよし広場」公立８園や子育て支援センターなどの施設

の活用を推進します。 
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②親子の交流・ふれあいの機会の充実 

項目 内容 

児童館事業の充実 

・親子や異年齢の子どもが気軽に利用できる自由な交流の場

として、また、児童の居場所としての児童館を継続運営す

るためにも、手作り工作、運動遊び、各種教室、絵本の読

み聞かせ等の文化活動による様々なふれあい事業を引き続

き展開します。 

親子遊びの会の開催 

・子育て支援センターとこども家庭センターでの合同イベン

ト（わくわくまつり等）を通して、子どもを持つ親同士の

ふれあいや交流の機会の提供、父親・母親の育成を図りま

す。 

なかよし広場の充実 

・今後も公立認定こども園開放を利用して、親子の遊び場や

交流、情報交換の機会を提供し、保護者の支援につなげま

す。 

親子の共同体験事業の実施 

・親子のふれあいや学びの場を提供するため、今後も子ども

の成長を間近で感じられる体験活動を実施します。 

・さらに、開催時期やニーズ等も把握して、親子で共同して

行う体験や鑑賞を行う事業を展開します。 

地域子育て世代間交流の促進 

・幼稚園や認定こども園におけるふれあい会や、地区敬老会

への参加、グループホームへの慰問など近隣の福祉施設訪

問等を通じ、今後も地域の高齢者と幼児との交流の機会を

促進します。 

親子教室の開催 
・私立の認定こども園で実施する子育て支援センター事業に

おいて、定期的に親子がふれあう機会を設けます。 

放課後の子どもの 

居場所づくりの充実 

・国が示す「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、放課

後児童クラブ（学童保育クラブ）については、利用増に対

応して受け入れ態勢を協議していきます。 

・放課後子ども教室は、連携体制やニーズなどを把握しつ

つ、今後の方針を検討します。 
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（３）多様化する保育ニーズへの取り組み 

保護者の就労形態の多様化や女性の社会進出等により、今後ますます保育を必要とする

子どもの増加が見込まれます。今後より一層、保護者の就労形態や子どもの状況に応じた

保育サービスの提供・充実を図ります。 

 

項目 内容 

マイ保育園事業の実施 

・認定こども園を身近な子育て支援の拠点と位置づけ、育児経

験者や保育士等による育児相談など、出産後のサービスとし

て 2 か月児～3 歳未満児を対象とした「一時保育」の半日券

3 回分を無料で受けることができるマイ保育園事業を今後も

展開し、育児不安の解消を図ります。 

通常保育事業の充実 

・子どもの幸せを第一に考えるとともに、利用者の生活実態及

び意向を十分に踏まえて、サービスの提供体制を整備しま

す。 

・増加傾向にある０～２歳児の入園や途中入園の増加に対応す

るため、受け入れの拡充を図るため、新たな施設整備などを

踏まえた受け入れ態勢の充実を図ります。 

乳児保育事業の実施 

・認定こども園等にて 2 か月児からの受け入れを実施してお

り、産後休業や育児休業終了後の就労に対応するため、０歳

児からの保育の提供を実施しています。 

休日保育事業の実施 
・休日や年末の保護者の就労等のニーズを的確に反映し、家庭

で保育できない場合、休日保育の提供を行います。 

夜間保育事業の検討 
・保護者の就労時間等のニーズに応じて、夜間保育を検討しま

す。 

認定こども園における 

長期休暇中預かり保育事業

の実施 

・認定こども園を利用する１号認定の児童において、夏季休暇

中等における保育を行います。 

【拡】放課後児童健全育成 

事業（学童保育クラブ） 

の充実 

・保護者の就労等の事情により、年々増加する利用児童数に応

じて、施設の整備方針等について検討を進めている。 

・児童を取り巻く保育環境の向上と児童の健全育成に努め、今

後も既存施設活用や民間クラブの導入も含めながら運営の充

実を図ります。 

【新】乳児等のための支援

給付（こども誰でも通園 

制度）の創設 

・0 歳 6 か月から満３歳未満の保育園等に通っていない子ども

を対象に、令和８年４月の本格実施に向け、時間単位等で柔

軟に通園が可能な仕組みづくりを検討していきます。 
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２ 親と子どもの健康の確保 

（１） 親と子どもの健康の確保 

母親が健やかに妊娠期を過ごし、安心して出産期を迎え、その後も楽しみながら子育て

ができるよう、健康診査や訪問指導などの母子保健事業の充実を図ります。また、妊娠、

出産、乳幼児期を通し、継続的な親子の心と体の健康づくりを支援します。 

 

①母子の健康づくり 

項目 内容 

不妊治療費の助成 

・一般不妊治療及び特定不妊治療に要する費用について助

成制度を設けることで、出産を望む夫婦の支援を行いま

す。 

・対象者が助成を受けやすいよう、医療機関等を通じた制

度周知を行います。 

不育治療費の助成 

・不育症の診断を受けた方に対し、治療に要する費用につ

いて助成を行います。 

・対象者が助成を受けられるよう、医療機関等を通じた制

度周知を行うほか、妊娠届時や赤ちゃん訪問等の際に対

象者の把握を行い、周知を図ります。 

【新】多胎児の育児支援の強化 

・双子や三つ子などの多胎児に対して、保護者の精神的、

肉体的、経済的な負担増加を緩和できるよう支援を行う

ほか、育児情報などの共有などにより、多胎による産後

うつの抑制などを図ります。 

健康教育の充実 

●妊娠期● 

・マタニティ教室 

妊娠・出産・育児についての知識を深めるため、保健

師・栄養士・助産師等による教室を実施します。日曜日

を利用し、父親の参加や初産婦の参加を積極的に促しま

す。 

●乳幼児期● 

・ごっくん教室：６か月児の離乳食教室 

・ビーバー教室：２歳３か月児の虫歯予防教室 

教室では子どもの成長を確認し、成長発達段階に応じた

情報提供を行い、育児不安の軽減や子どもの成長発達の

確認を行います。 

妊娠期から乳幼児期の母子の健康維持・増進のため、健

康教育の機会として実施していきます。 

健康相談の充実 

・子育てに関する不安や悩みを持っている子育て中の保護

者に対し、保健師・栄養士・助産師等が相談や支援を行

い、不安の軽減を図ります。 

・電話・来所相談において、いつでも相談できる環境づく

りを行います。 
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項目 内容 

予防接種事業の実施 

・感染症を予防するため、妊婦・乳幼児の予防接種を実施

します。 

・法改正に伴う予防接種の正しい知識の周知及び感染症予

防に資する任意予防接種の助成事業を行います。 

※不育症 

妊娠をしても、流産、死産や新⽣児死亡などを繰り返して結果的に⼦どもを持てない場合を意味し、同意語の習慣（あるいは反復）流産は、

妊娠 22週以降の死産や⽣後１週間以内の新⽣児死亡は含まれず、不育症はより広い意味で⽤いられる 
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②継続した支援体制の整備 

項目 内容 

心と言葉の発達相談の開催 

・言葉の遅い子どもや多動等の発達に心配のある子ども、育

児不安がある保護者等を対象に、療育に関する相談や発達

を促すための助言を行い、必要に応じて療育機関等へつな

げます。 

【拡】発達支援教室 

（遊びの教室）の開催 

・心身の発達が気になる子どもや、育児不安のある保護者を

対象に、遊びを通じて発達の支援を行い、母子関係を築く

とともに育児不安の解消に努めており、子どもの発達や関

り方の不安・悩みについて、必要に応じて療育機関等へつ

なげます。 

認定こども園巡回の実施 

・１歳６か月児・３歳児健診における経過観察児の状況把握

を中心に、認定こども園での「気になる子」について、保

育士やいしかわ特別支援学校の地域支援室専門員、子ども

発達支援相談センター相談員等の関連機関と連携し、発達

の支援を行います。 

【新】小中学校巡回の実施 

・就学後において、学校生活における「気になる子」につい

て、子ども発達支援相談センター相談員等の関連機関と連

携し、発達の支援を行います。 

事故防止のための知識の普及 

・子育て支援センターの事業やサークル活動の場における救

急法の講習会等の実施、乳幼児健診時での月齢に応じた事

故防止パンフレットの配布や健康教室の場における事故防

止のための講座などにおいて知識の普及を図ります。 
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（２） 「食育」の推進  

食育は、栄養摂取と健康増進にとどまらず、子どもたちの食事のマナー、家族等とのコ

ミュニケーション、食べ物への感謝の気持ち、郷土の誇りなどを育む上で非常に重要な取

り組みであり、子どもの頃から望ましい食習慣や知識を習得し、食育を実践することが大

切です。 

学校や認定こども園等において、「食」に関する知識の習得や情報提供、実際の体験を通

じた学習機会の提供等を推進していきます。 

 

項目 内容 

学校における「食育」 

の推進 

・児童生徒に対し、正しい食事の摂り方や望ましい生活習慣

の定着等の食育を推進し、心身の健全育成を図ります。 

・農業体験を行い、生産者から生育について学ぶ交流機会を

設けます。 

認定こども園等における 

「食育」の推進 

・「食を営む力」の基礎を培うことを目標に、認定こども園

等において食育活動の実施や食事だよりによる情報提供等

を通じて、食育の推進を図ります。 

健康づくり教室の開催 
・「ヘルシークッキング」等の出前講座を実施し、栄養学的

な知識の普及や調理指導を実施します。 

かほく市民憲章推進活動 

「早寝早起き朝ごはん運動」 

の実施 

・子どもたちの早寝早起きや朝食をとる習慣の定着に向け

て、その重要性に関する学習機会の提供や、学校・家庭・

地域全体における推進運動を展開します。 

食生活改善事業の実施 

・小学生やその保護者などを対象とした、調理実習の実施

や、子育て世代を対象とした、地域に伝わる伝統料理の伝

承を通じて、食育を推進します。 
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（３） 小児医療の充実 

乳幼児期は健康の基礎をつくる大切な時期であり、安心して医療にかかれる体制の整備

が望まれます。休日や夜間の小児科診療の充実、救急時の対応等について周知を図るなど、

子どもの健康を支える体制づくりを進めます。 

また、長期にわたる通院治療を受ける子どもに対する学校教育の検討など、医療と教育

の連携強化を進めます。 

 

項目 内容 

小児医療の充実 

・河北郡市医師会や金沢医科大学病院等の医療機関と連携

し、休日や夜間の小児科診療の充実を図ります。また、乳

幼児健診等の際、救急時の対応について、知識の周知啓発

を行います。 

・石川県が実施している「夜間小児救急電話相談事業」など

の相談窓口や金沢広域急病センターについて、周知を図り

ます。 

子ども医療費助成の実施 

・満 18 歳に達する日の属する年度末までの子どもを対象と

して、通院や入院にかかる医療費を全額助成することによ

り、疾病の早期発見・治療を促進します。 

・対象者全員に、現物給付に必要な子ども医療費受給資格者

証が行きわたるよう、制度のＰＲを行います。 
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３ 子どもの心身の健やかな成長を支える環境の整備 

（１） 次代の親の育成  

若い世代に対して「家庭とはパートナー同士が協力して築くものである」ということを

学ぶことができるよう、次代の親を育成するための様々な取組や支援を実施するほか、こ

れから保護者となるべき世代においても積極的に育児に参加できるよう、出前講座や講習

会の実施を検討します。 

また、思春期の小学生や中学生、高校生が子どもとのふれあいを通じて、子育てや家庭

の大切さ、子どもへの愛情を理解できる場づくりを進めます。 

 

項目 内容 

次代の親育ての実施 

・次代を担う保護者を育成するため、これからの子育てを担

う 39 歳までの若者をターゲットとして、様々な意見を徴

集し、市の施策へつなげていきます。 

小・中・高校生と園児の 

ふれあい 

・卒園生や学生ボランティア等の認定こども園への訪問を推

進し、園児・幼児と地域の青少年とのふれあいの場を提供

します。 

（２） 幼児教育環境の整備 

市内の認定こども園において、子どもたちが確かな学力の基礎を身につけることができ

るよう、学校や地域と連携を図りながら、魅力ある幼児教育環境の充実を進めます。 

 

項目 内容 

認定こども園と小学校との 

連携 

・「幼小連携協議会」を開催し、配慮が必要な子ども等の情

報交換や支援方針を認定こども園と小学校で共有しま

す。 

また、認定こども園での幼児教育と、小学校教育課程の

独自性・連続性について相互理解を深め、円滑な接続を

図ります。（アプローチ・スタートカリキュラムの策定及

び共通認識） 

認定こども園等の交流事業の 

実施 

・幼少連携協議会、認定こども園と小学校の相互訪問等を

通じて幼児・児童の豊かな社会性を育むとともに、認定

こども園から小学校へのスムーズな移行、接続を図りま

す。 
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項目 内容 

幼児造形事業の充実 

・子どもの「表現する力」や「巧緻性（指先を巧みに使う

能力）」を伸ばし、健やかな心と体の成長を促すため、市

内すべての認定こども園・保育園で取り組みます。 

・年間を通して年齢ごとの公開保育や評価検討会・合同研

修会を実施して保育士・保育教諭の指導力向上を目指し

ます。 

・作品展示だけではなく創作の過程も保護者に知らせ、理

解を図ります。 

国際理解・多文化共生の推進 

・国際交流員（ＣＩＲ）を認定こども園、子育て支援セン

ター、図書館等へ派遣し、国際理解・多文化共生を推進

する交流事業を実施します。 

 

（３） 家庭の教育力の向上 

家庭において親や祖父母等から受けるしつけや教育は、子どもが健全に成長していくた

めに欠くことのできない要素です。個々の家庭で行われるしつけや教育が、子どもの人格

形成に与える影響の大きさを十分に理解し、適切な教育がなされるよう、支援していくこ

とが重要です。 

 

項目 内容 

子育てミニミニ講座の開催 

・栄養士、保健師、図書館司書、保育士等による子育ての豆

知識や絵本の選び方、遊びの紹介等の子育てに関する講座

を開催します。 

・父親等を対象とした講座を実施し、母親だけでなく、家庭

全体の子育て力の向上を図ります。 

家庭教育に関する学習機会や

情報交換の場の提供 

・子育てや幼児教育などの家庭教育の重要性に関する理解を

深めるため、保護者会や市ＰＴＡ連合会等と連携し、公開

保育や子育て講演会等の学習機会の提供や、保護者間の意

見交換の場を設けます。 

【新】子育てスキルアップ 

事業の開催 

・子育てに悩み、向上心を持つ保護者を対象に、様々な角度

から子育てについて考えてもらえる情報を提供する「子育

てスキルアップ講座」を開催します。 

新米「おじいちゃん・ 

おばあちゃん教室」の開催 

・孫を迎える市内在住のおじいちゃん・おばあちゃんを対象

に、孫育てに関する基礎的な知識や、孫育てへのかかわり

方についての教室を開催します。 
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（４） 児童の健全育成 

子どもたちが個性豊かに元気に成長できるよう、地域の人的資源や、歴史・文化・自然

といったかほく市特有の地域資源を活用した活動を推進します。 

また近年、性や暴力等に関する過激な情報が簡単に手に入る環境から子どもたちを守り、

健全な育成への取り組みを推進します。 

 

①地域資源を活用した児童活動の推進 

項目 内容 

「ふるさと学習」の推進 

・子どもたちが郷土に対して誇りを持ち、愛着を感じること

ができるよう、総合的な学習の時間等の学校教育や社会教

育などの様々な場面において、ふるさとの風土や歴史・文

化、かほく市ゆかりの人物等についての視点を積極的に取

り入れ、地域に根ざした学習活動を推進します。 

郷土の自然、歴史、文化 

にふれる体験活動の実施 

・子どもたちが自然や地域の歴史、文化にふれることができ

るよう体験活動の推進や社会見学のプログラムを検討しま

す。 

ゲストティーチャーを 

招いての学校教育の活性化 

・地域住民が学校の運営に参画する「コミュニティ・スクー

ル」の活動の一環として、幅広い経験や優れた知識・技能

を持つ地域の人々の協力のもと、分野を活かした取組を展

開し、教育環境の充実と活動の活性化を図ります。 

 

②少年非行等の問題を取り巻く社会環境への対策 

項目 内容 

少年愛護センター事業の実施 

・少年非行等の問題に対して、学校、警察、地域ボランティ

ア等と連携を図り、愛護指導員及び少年愛護員による街頭

巡回を実施します。 

・少年を取り巻く有害環境の浄化活動、非行防止に関する情

報発信を行います。 

グッドマナーキャンペーンの

実施 

・地域の各種団体と連携・協力を図り、あいさつ・交通安全

等に関する街頭指導を行います。 

主任児童委員・児童委員によ

る児童健全育成 

・地域における子育て家庭が抱える虐待、いじめ、不登校、

非行などの子どもに関するあらゆる心配ごとの相談に、主

任児童委員・児童委員が応じ、必要に応じて専門機関との

連携を図ります。 
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４ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

（１） ワーク・ライフ・バランスの理解の促進 

出産や子育てを機に離職する女性は依然として多いが、出産後も働きながら子育てした

いという女性も多くなっています。仕事と子育ての両立のためには、企業による労働環境

の改善や、労働者自身が働き方に対する考えを見つめ直すきっかけ、父親を含む家族の協

力などが必要です。 

働きながら子育てをするすべての人が、仕事と家庭生活のバランスがとれる多様な働き

方を選択できるよう、企業や労働者をはじめ、市民全体に対するワーク・ライフ・バラン

スの意識の向上、また家事や育児において父親・母親がともに責任を担い、協力しあえる

男女共同参画社会の推進を図ります。 

 

項目 内容 

ワーク・ライフ・バランスの 

理解の推進 

・広報等を通じて、ワーク・ライフ・バランスという言葉や

意味、市内企業の取組について紹介し、市民への理解・浸

透を図るとともに、「ワーク・ライフ・バランス支援セミ

ナー」等を通して、企業に対しても普及啓発を推進しま

す。 

男女共同参画社会の推進 
・男女共同参画に関する講演会や講座などを開催し、市民の

男女共同参画社会についての理解を推進します。 

就職のための支援 

・就職を目指す親に対して、就職やワーク・ライフ・バラン

スに関する情報提供、就職支援講座等の開催を通じて、支

援を行います。 

【新・再掲】 

子育てスキルアップ事業 

の開催 

・子育てに悩み、向上心を持つ保護者を対象に、様々な角度

から子育てについて考えてもらえる情報を提供する「子育

てスキルアップ講座」を開催する。 

・子育てに向きあう講座だけではなく、家庭の今後のキャリ

アにも課題を向けた講座を開催し、子育て世帯の仕事と育

児の両立を支援します。 

【新】子育て世帯の多様な 

働き方の支援 

・七塚子育て支援センター「ラッコちゃん親子広場」に託児

付きのコワーキングスペースを設け、育児休業からの復帰

を控えた方や子育てを行いながらリモートワークを行う方

の支援を行う。 
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５ 子どもの安全の確保 

（１） 交通安全を確保するための支援 

幼児期からの交通安全指導により、子どもの自ら身を守る意識を育むとともに、子ども

の安全を守る装備・用具等への助成を行います。 

 

項目 内容 

交通安全事故防止事業の実施 

・認定こども園、小学校、中学校の幼児・児童・生徒に対し

て、適切な講習を実施し、交通ルールのマナー向上に努

め、交通事故防止を図ります。 

チャイルドシート購入補助 

事業の実施 

・チャイルドシート着用の徹底を図るため、チャイルドシー

ト購入の際、補助金を交付します。 

通学路及び園外活動コースの

安全対策の実施 

・通学路や認定こども園の園外活動における危険箇所につい

て合同点検を実施することで、関係機関で危険個所に関す

る情報を共有します。 

・歩道が整備されていない通学路の安全対策として、「グリ

ーンベルト」の設置について、道路管理者と協議しながら

進めます。 
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（２） 犯罪等の被害から守るための支援 

子どもが地域において、安全で安心して暮らすことができるよう、学校・地域・警察等

と連携し、子どもを犯罪被害から守るための対策を推進するとともに、地域における自主

的な防犯活動を推進します。 

 

項目 内容 

防犯巡回の実施 

・子どもの事故防止のため、園舎周辺の防犯、防火、交通安

全等の見回りを行います。また地域の交番・駐在所との連

携を図り、定期的に園周辺の巡回を実施します。 

防犯対策事業の実施 

・子どもへの犯罪被害を防ぐため、防犯委員、少年愛護員、

学校安全委員会委員の連携のもと、巡回パトロールを実施

し、不審者等の情報共有を図ります。 

・地域での防犯活動を支援するため、地域団体、事業者が地

域防犯活動の一環として行う防犯カメラ設置について支援

するとともに、公共施設においても防犯カメラの設置を実

施します。 

防犯灯整備事業の実施 

・子どもをはじめ、地域住民への犯罪被害を防ぐため、地区

からの要望に応じて、ＬＥＤ防犯灯の設置・取替を実施し

ます。 

「子ども 110番の家」事業の

推進 

・通学路周辺の公共施設、事業所、民家等と協力し、「子ど

も 110 番の家」事業を推進します。また、児童・生徒へ

周知・啓発し、緊急時に速やかに避難できる環境づくりを

進めます。 

不審者対応の実施 

・各学校で「防犯教室」を実施し、安全指導の徹底を図りま

す。 

・地域の見守り隊等の協力により、登下校時において児童生

徒の見守り活動を実施します。 

・不審者情報が寄せられた場合は「いいメールかほく」で注

意を呼び掛けるほか、学校でも児童生徒に対し、不審者の

対応を指導します。 
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（３） 子どもや妊婦を災害から守るための支援 

近年、大規模な災害が頻発し、地域における防災の取り組みが活発になっています。そ

の中でも、本計画の主たる対象である子どもや妊婦は、災害時において自分の力だけで災

害から身を守ることが困難なケースが多いため、有事の際には、誰一人取り残されること

のないような支援体制を整備するとともに、各家庭の防災意識の向上などにも取り組みま

す。 

 

項目 内容 

災害時の子どもや妊婦の 

優先的な避難体制の確保 

・避難行動要支援者の対象に妊婦や未就学児童を含め、災害

時には、避難の支援を行える体制を整備します。 

各家庭における 

防災意識向上の啓発 

・各家庭に対して、防災マップや災害時の対応マニュアル、

災害時に備えておくべき物資などの情報発信を行い、防災

知識の普及の徹底を図ります。 

学校や認定こども園での 

防災教育の推進 

・大規模な災害から児童生徒等の安全の確保を図るため、保

護者をはじめ、当該施設が所在する地域の実情に応じて、

実践的な訓練を実施します。 

地域の自主防災組織への、 

子育て家庭の参加 

・自主防災組織が行う、防災訓練や研修などに、子育て家庭

が参加するように促すことで、家庭の防災知識の向上と、

地域の防災対策の充実を図ります。 
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６ 家庭へのきめ細やかな支援の推進 

（１） 児童虐待予防の推進 

児童虐待の防止には、早期発見・早期対応が重要であり、また虐待のリスクの高い家庭

には、継続した支援が必要となります。児童虐待防止や早期発見に向けて、地域全体の意

識が向上するよう意識啓発を推進するとともに、保護者に対して暴力や暴言を使わずに子

育てをする方法の周知を行います。 

また、児童相談所や各種関係機関と連携を図りながら、継続的な支援に向けたネットワ

ークづくりに努めます。 

 

項目 内容 

【拡】こども家庭センター 

における虐待機能の強化 

・こども家庭センターを中心に、児童の人権や生命を守るた

め、保健・医療・福祉・教育・警察・司法等の関係機関と

の連携を強化します。 

・支援を行う専門的な知識と技術を有する職員の確保・育成

に努め、支援が必要な家庭の分析・評価を行い、それを共

有する体制を整えるとともに、継続的なソーシャルワーク

業務を行っていきます。 

要保護児童対策地域協議会 

機能の強化 

・地域協議会の代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会

議をさらに充実させ、児童相談所とも常に連携しながら、

要保護児童の早期発見・早期対応及び発生防止のための相

談体制を強化します。 

・支援を必要とする妊婦（特定妊婦）に対しては医療機関等

の関係機関と連携を強化し、妊娠期から出産後までの継続

的な支援を行います。 

子どもの権利の意識啓発 

・「児童憲章」や「子どもの権利条約」などの子どもの人権

に関する周知を図るとともに、様々な人権問題の正しい理

解と認識を深めるため、オレンジリボンキャンペーン※な

どについて、広報等による啓発を推進します。 

【拡】ペアレンティング・ 

プログラム※の実施 

・県立看護大学と連携しながら、自分に適した子育ての仕方

を見つけることができるプログラムを実施し、親が楽しみ

ながら子育てができるよう、支援を行います。 

※オレンジリボンキャンペーン 

 オレンジリボンには「児童虐待防止」というメッセージが込められており、一人でも多くの方々が「児童虐待防止」について関心を

持ち、子どもたちの笑顔を守るために一人一人が出来ることについて考えるよう呼びかけていく活動 

※ペアレンティング・プログラム 

子どもへの接し方に支援を必要とする親や、育てにくさを感じる親等を対象に、子どもに対する適した接し方を学び、親子の絆

を深めることや、子どもを守り、親としての自己肯定感を育むことができるプログラム 
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（２） ひとり親家庭等への自立支援 

ひとり親家庭等が自立した生活を営めるよう、地域における母子家庭、父子家庭の現状

の把握に努め、相談事業や生活支援、経済的支援など、総合的な自立支援に努めます。 

 

項目 内容 

ひとり親家庭等への 

医療費の助成 

・ひとり親家庭等の経済的負担の軽減を目的に、ひとり親家

庭等の親及び児童の入院・通院にかかった医療費の助成を

行います。 

就学援助費の支給 

・就学援助費の支給により、児童生徒が安心して学べる教育

環境を支援します。 

・「新入学準備費」について、新小学１年生と新中学１年生

の入学前の３月に支給します。 
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（３） 障がい児施策の充実 

障がいのある子どもと保護者を地域社会全体で支援し、また障がいのある子どもが社会

の一員として、あらゆる利益を平等に受けることができるよう、「第４次かほく市障がい者

計画・第７期障がい福祉計画」に基づきながら療育相談体制の充実や学習支援体制の充実

を図ります。 

 

項目 内容 

障がい児子育て 

サークルの支援 

・障がいのある子どもを持つ保護者のサークル等の自主活動

に対し、サークルの広報を行います。 

・子どもの発育・発達や生活等の相談に応じ、支援を行いま

す。 

自立支援給付・地域生活支援 

事業の実施 

・障がいの種別にかかわらず、障がいのある子どもが必要と

するサービスを利用できるよう、サービスの必要性を総合

的に判定し、個別支援計画に基づいて、自立を支援しま

す。 

・自立支援協議会において、地域課題を共有するなど、関係

機関のネットワークの構築を推進します。 

また、実情に応じた柔軟な事業を展開できるよう、相談体

制の充実を図ります。 

【拡】気になる段階から 

の相談支援の実施 

・こども発達相談支援センターにおいて、気になる段階か

ら、発達の遅れまたは障がいのある子どもやその保護者に

対して相談及び支援を行います。 
・こども家庭センターなどの関係機関と情報共有を図るなど

連携を強化し、ネットワーク機能の充実を推進します。 

・障がいサービスの利用が適当な場合は、サービスに適切に

導くなどの支援を行います。 

 

●児童精神相談● 

発達に関する相談や、子どもへのかかわり方について、精

神科医師による個別相談会を実施します。 

●発達障害児保護者学習会「あおカフェ」● 

発達障害児を持つ保護者が集まり、学習会を兼ねた座談会

を通し、悩みを一人で抱え込まず、リフレッシュできる場

を目指します。 

●年長児保護者講座● 

就学を控えた保護者を対象に、見通しを持った準備、進路

決定ができるよう、学習会を行います。 
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（４） 子どもの貧困対策の推進   《かほく市子どもの貧困対策計画》 

 

①策定の趣旨 

  国において、子どもの貧困対策の推進に関する法律が令和元年に公布されて以来、かほく

市においても子どもの貧困対策について重く受け止め、経済的な困窮を抱える家庭において、

将来を担う子ども達への貧困の連鎖を食い止め、現在から将来にわたって、すべての子ども

達が前向きな気持ちで夢や希望を持つことのできる社会の構築を目指して参りました。 

そうした子どもの貧困対策の意義を踏まえ、国の「子どもの貧困対策に関する大綱」及び

「いしかわエンゼルプラン」を勘案し、「かほく市子どもの貧困対策計画」を本計画の取り組

みの１つとして策定するものです。 

  児童虐待防止対策の推進やひとり親家庭への自立支援、障がいのある子どもへの支援など、

支援を必要とする家庭や子どもに対するきめ細やかな支援体制を整備します。  

 

②現状と課題 

・親の不就労やアルバイトなどの非正規雇用などにより、収入が少なかったり安定しなかっ

たりすることで、貧困に陥ることがあります。 

・全国的に、離婚等によるひとり親家庭の増加や、育児不安を抱える保護者による児童虐待

が増加しています。特別な配慮を必要とする子どもへのよりきめ細やかな対応が必要とな

っています。 

・虐待につながる子育て家庭の不安や負担を軽減するためには、関係機関との連携・情報共

有により、育児疲れや子育て不安を持つ親の早期発見を図るとともに、専門的な相談支援

体制を充実していくことと、的確な支援へとつなぐ体制づくりが必要です。 

 

③計画の方針 

経済的に困難を抱える家庭が、貧困を理由に子どもに食事や教育などを十分に提供できな

くなることがないよう、貧困の連鎖を断ち切らなければなりません。そのためには、子ども

が、家庭の経済状況等にかかわらず等しくその能力に応じた教育が得られるよう、学校教育

による学力の保障や地域の支援を受けるとともに、教育機関と福祉関連機関との連携体制を

構築します。 

また、十分な教育効果を得るための基盤として、安心して生活できる環境を整え、子ども

の保護者や次代の親に対しての就労支援等を通して、貧困問題を抜本的に解決する体制を整

備します。 
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項目 内容 

教育の支援 

・すべての子どもたちが安心して学べ、基礎的学力を確実

に身につけることができ、誰一人取り残さないきめ細や

かな教育の充実を図ります。 

・「貧困の連鎖」を断ち切るためにも、子どもの居場所づく

りや高校進学の促進を講ずるため、生活困窮世帯等に属

する中学生に対し、ニーズ等を確認するとともに、学校

や民生委員とも連携して周知して、必要な対象者が受け

られる環境を構築し、学習支援教室を開催します。 

生活の支援 

・複合的な課題を抱える生活困窮世帯に対し、生活困窮者

自立支援法に基づく自立相談支援事業において包括的な

支援を行うとともに、引き続き必要に応じて家計改善支

援事業の実施を検討します。 

・生活困窮が児童虐待の要因になることがあることから、

要保護児童対策地域協議会と連携し、児童虐待の未然防

止・早期発見・早期対応に努めます。 

・子どもだけでも安心して通い、食事を提供してもらえる

場所として「子ども食堂」を実施する団体や事業者への

支援を行える体制を整備します。 

保護者に対する職業生活の 

安定と向上に資するための 

就労の支援 

・保護者に対する職業生活の安定と向上に資するため、ケ

ースに応じて、関係機関との検討会等を通して、包括的

な就労の支援を今後も図ります。 

経済的支援 

・ひとり親家庭に対し、児童扶養手当の支給、医療費の助

成、就学援助費の支給により経済的な支援を図ります。 

・ひとり親家庭及び多子世帯に対し、教育・保育施設にお

ける利用者負担額（保育料）、学童保育料を軽減し、経済

的な支援を図ります。 
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第６章 計画の推進に向けて 

１ 計画の推進体制 

 

本計画の推進は、行政だけでなく、様々な分野でのかかわりが必要であり、家庭をはじめ、

認定こども園、保育園、学校、地域、高等教育機関、その他関係機関・団体等との連携・協

働により、取り組んでいきます。 

 

 

２ 情報提供・周知 

 

かほく市では、これまで子育て支援に関する情報及び利用方法などを、広報やホームペー

ジを活用して公開し、必要に応じて説明会を実施するなど、市民に対する広報・周知の充実

に努めてきました。 

今後も、本計画の進捗状況や市内の多様な施設・サービス等の情報について、広報媒体や

インターネット、パンフレット等の作成・配布等を通じた、市民への周知啓発に努めます。 
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３ 支援を必要とする人の声を拾い上げる体制の整備 

 

支援を必要とする子育て家庭に、適切な支援が行き届くよう、声を上げられない方のニー

ズを拾い上げる体制の整備を図ります。 

様々な関係機関との連携を図りながら、乳児家庭全戸訪問事業などの実施や、認定こども

園・保育園・学校等における日常からの見守りを通じた、もれのない状況把握を行います。 

また、家庭とのつながりの強い認定こども園・保育園・学校等においては、職員への研修

等による資質の向上や、情報共有などの体制の充実を図ります。 

また、地域においては、民生委員・児童委員との連携や小地域福祉活動※の推進を通じて、

地域住民が支援を必要とする人の声を拾い上げ、相談につなげることができる仕組みづくり

を検討していきます。 

かほく市としては、今後新規や重点的に取り組む事業（こども家庭センター・子育て支援

センター事業の強化、子ども健やか心身成長プロジェクト、子ども家庭総合支援拠点機能の

強化）について、支援を必要とする人の状況を把握するためのツールや機会として捉え、支

援を必要とする人の声の拾い上げに努めていきます。 

 

※小地域福祉活動 

小学校区などの“住民の顔がみえる”日常生活圏において地域にある福祉課題の解決を目的と

した、ご近所の見守り活動やサロンなど住民の様々な福祉活動 

 

 

４ 計画の評価・検証 

 

本計画の実現のためには、計画に即した事業がスムーズに実施されるよう管理するととも

に、計画の進捗状況について、需要と供給のバランスがとれているかを把握し、年度ごとの

実施状況及び成果を点検・評価し、検証していく必要があります。 

このため、年度ごとに施設状況や事業の進捗状況の把握・評価を行い、その結果について

は、広報等を通じて公表していきます。 
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資料編 

○市内認定こども園・小規模保育園一覧 
〔認定こども園〕 

公私 類型 施設名 所在地 

公
立 

保育所型 

高松こども園 高松オ 82 番地 2 

大海こども園 夏栗い 43 番地 1 

はまなすこども園 木津へ 49 番地 1 

ひまわりこども園 秋浜ハ 17 番地 2 

しらゆりこども園 白尾ワ 1 番地 1 

新化こども園 宇野気二 65 番地 1 

みずべこども園 大崎東 58 番地 1 

金津こども園 谷イ 36 番地 1 

私
立 

幼保連携型 

学園台こども園 学園台 5 丁目 18 番地 

木津幼稚園 木津二 132 番甲地 

うのけ幼稚園 宇野気ニ 15 番地 

にじの丘こども園 秋浜イ 42 番地 1 

 
〔地域型保育施設〕 

公私 類型 施設名 所在地 

私
立 

小規模保育事業 A 型 

かほく保育園 宇気タ 65 番地 1 

ニチイキッズイオンモールかほく保育園 内日角タ 25 番地 

リトルディッパーナーサリー 木津ハ 66 番地 1 
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○市内放課後児童クラブ一覧 

公私 施設名 所在地 

公
立 

高松第１学童保育クラブ かほく市高松ク 20 番地 2 

高松第２学童保育クラブ かほく市高松ク 20 番地 2 

大海学童保育クラブ かほく市夏栗い 34 番地 

七塚第１学童保育クラブ かほく市木津ホ 61 番地 

七塚第２学童保育クラブ かほく市木津ホ 61 番地 

外日角第１学童保育クラブ かほく市外日角ニ 52 番地 

外日角第２学童保育クラブ かほく市外日角ニ 52 番地 

外日角第３学童保育クラブ かほく市外日角ニ 50 番地 3 

外日角第４学童保育クラブ かほく市外日角ニ 50 番地 3 

宇ノ気第１学童保育クラブ かほく市宇野気ヌ 125 番地 11 

宇ノ気第２学童保育クラブ かほく市宇野気ヌ 125 番地 11 

宇ノ気南部学童保育クラブ かほく市大崎チ 73 番地 

金津学童保育クラブ かほく市上田名丑 7 番地 

 

○市内子育て支援センター一覧 

公私 施設名 所在地 

公
立 

ピヨちゃん親子広場 かほく市高松ク 20 番地 2 

ラッコちゃん親子広場 かほく市遠塚ロ 57 番地 6 

うさちゃん親子広場 かほく市宇野気ニ 110 番地 1 

私
立 

子育て支援センターSMILE かほく市木津ニ 133 番地 
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○かほく市子ども・子育て会議委員名簿 

（敬称略） 

役 職 氏  名 選 出 団 体 等 

会 長 戸部 浩美 公立大学法人石川県立看護大学 

職務代理者 本多 栄治 かほく市社会福祉協議会 

委 員 川上 美緒 かほく市みずべこども園保護者会 

委 員 松本 亘一 かほく市ＰＴＡ連合会 

委 員 安江 聖子 
かほく市子育て支援サークル 

ネットワーク 

委 員 井東 加奈 ㈱ＰＦＵ 総務部人事課 

委 員 星名 裕 学校法人星名学園木津幼稚園 

委 員 細井 將守 
学校法人宇ノ気学園 

 認定こども園うのけ幼稚園 

委 員 西村 真裕美 かほく市こども園職員会 

委 員 榎 千穂子 かほく市小学校校長会 

委 員 廣瀬 和代 かほく市学童保育クラブ 

※任期：令和 6 年 1 月 29 日から令和 7 年 3 月 31 日まで 
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○かほく市子ども・子育て会議開催経過 

（第３期子ども・子育て支援事業計画策定に係る審議経緯） 

委員会開催日 主 な 会 議 内 容 

令和 6 年 1 月 29 日(月) 

・第３期子ども・子育て支援事業計画について 

・第３期計画策定に関するスケジュールについて 

・計画策定に伴うニーズ調査について 

令和 6 年 3 月 1 日(金) 
・第３期子ども子育て支援事業計画におけるニーズ 

調査（最終版）の実施について 

令和 6 年 6 月 20 日(木) 

【書面審議】 

・第３期子ども子育て支援事業計画におけるニーズ調査 

の結果報告について 

令和 6 年 10 月 11 日(金) 

・第３期 子ども・子育て支援事業計画の骨子（案）について 

１) 調査から見える市民ニーズ 

２) 第２期計画の進捗及び子育て家庭の現状分析 

３) 計画の基本的な考え方 

令和 7 年 1 月 14 日(火) 

・第３期子ども子育て支援事業計画（案）について 

  １） 計画の全容・構成について 

  ２） 第３期計画のニーズとサービス確保の見込み 

  ３） 施策の展開について 

令和 7 年 2 月 26 日(水) ・第３期子ども子育て支援事業計画（案)の策定について 
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第３期かほく市子ども・子育て支援事業計画 

発⾏︓かほく市 健康福祉部 こども家庭課 

発⾏年⽉︓令和７年３⽉ 

〒929-1195 石川県かほく市宇野気二 81 番地 
 


